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❶ 保健・医療の充実 
 

 
平均余命・平均自立期間 

 玉川村 県中医療圏 福島県 全国 

男性 

平均余命（A） 81.0 81.2 80.7 81.7 

平均自立期間（B） 79.8 79.7 79.1 80.1 

不健康期間（A-B） 1.2 1.5 1.6 1.6 

女性 

平均余命（A） 83.9 86.8 86.9 87.8 

平均自立期間（B） 81.2 83.8 83.6 84.4 

不健康期間（A-B） 2.7 3.0 3.3 3.4 
 

国勢調査（令和２年）を基に算定された平
均寿命は、男性・女性ともに全国平均より
低くなっています。 

令和４年度の特定健診の受診率は、県平均
を上回っています。また、国民健康保険の
年間医療費は年々減少し、後期高齢者医療
の年間医療費は近年増加しています。 

肥満者の割合は、国や県と比較すると、男
性では国や県と比べて低い数値となって
いますが、女性は国や県と比べて割合が高
く、肥満の人が多くなっています。 

健康づくりや介護予防に取り組みやすい
環境として、「健康の駅」を開設し、既存公
共施設や地域資源を活用して気軽に健康
づくりを続けられる環境を提供していま
す。また、事業終了後も自主的にトレーニ
ングを継続する仕組みを工夫し、年間
2,500人を超える利用がある状況です。 

広報やSNSを活用した情報発信を行いな
がら、各ライフステージに応じた健康づく
り事業を実施しています。 

 

 
一次予防（生活習慣病の発症予防）と二次予防（疾病の早期発見・早期治療による重症化

予防）の推進に加え、フレイル（虚弱）や認知症の予防にも注力することで、心身両面から健

康づくりを推進し、村民の健康寿命の延伸を図ります。 
また、「健康の駅たまかわ」を中心にICT（情報通信技術）も活用しながら、多様化するラ

イフスタイルに合わせた体力づくりや生活習慣の改善を総合的に推進します。 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

「保健・医療の充実」の満足度 
(村民アンケート) 

％ 
(単年) 

27.7 50.0 「満足」「やや満足」の合計 

 

 

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標１ 皆で支えあう元気な村づくり 
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1.1 
健康寿命の延伸 

生活習慣の改善を推進し、生活習慣病の発症を予防するため、健康の駅たまかわを拠点

とした健康づくりの推進と高齢者が身近な場所で仲間と共に参加できる地区運動サロン等の

環境整備を図るとともに、地域の健康づくりの担い手の育成と活動支援を行います。 

また、地域の安定した医療の確保に努めるとともに、病気の早期発見・早期治療による生

活習慣病の重症化を予防し、働き盛り世代の死亡率の減少に努めます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

特定検診受診率 
％ 

(単年) 
49.7 60.0 

40歳～74歳の国保加入者の受診
率 

健康の駅利用者数 
人 

(単年) 
2,583 2,800 保健センター健康推進ルーム 

地区健康サロンへの参加者数 
人 

(単年) 
125 130  

国民健康保険1人あたり医療費 
（減少目標） 

千円 
(単年) 

339 300  

トレーニングルーム利用者数 
人 

(単年) 
455 700 公民館トレーニングルーム 

住民健診受診者のうち 
Web予約システム利用者割合 

％ 
(単年) 

10.5 30.0  

 

 
事業名 事業概要 

特定健康診査事業 
集団健診、施設健診、１日人間ドックを実施するとともに、生活習慣の
改善が必要な方には、特定保健指導を実施します。 

特定健診の受診率向上 特定健診未受診者に受診の勧奨を行います。 

がん検診事業 
肺がん検診、胃がん検診、大腸がん検診、子宮がん検診、乳がん検診等
を実施します。 

健康の駅事業 
健康推進ルーム活用による自主的なトレーニング、健康増進や介護予防に
関する講習会や相談会を実施し、健康づくりに取り組む村民の交流促進と
情報発信に取り組みます。 

地域医療体制の整備事業 

地域医療の中核である公立岩瀬病院や地元医師会のほか、福祉・介護等の
関係機関との連携により、医療が適切に受けられる体制を確保します。ま
た、救急医療体制や休日夜間診療などの情報を発信し、救急医療の適切な
利用を促します。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標１ 皆で支えあう元気な村づくり 
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1.2 
社会環境の質の向上 

健康寿命の延伸には、自ら健康づくりに積極的に取り組む人だけではなく、健康に関心の

薄い人を含め、幅広くアプローチを行うことが重要となります。そのためには、本人が無理

なく自然に健康な行動を取ることができるような環境整備を行うことが求められています。

「自然に健康になれる環境づくり」の取組をその他の分野にも広げ、更に進めていきます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

健康の駅たまかわの認知度 
％ 

(単年) 
74.2 100.0  

 

 
事業名 事業概要 

健康推進ルーム事業 

有酸素運動や筋力アップを目的としたトレーニング機器を設置し、利用
者講習会受講後は自由に利用することができます。さらに、運動指導士
によるリハビリ教室や、働く世代にも利用しやすく夜間や休日も利用が
可能です。 

たまかわ元気スポーツクラブ 
村民の健康増進のために事業に取り組むたまかわ元気スポーツクラブの
活動を支援し、ともにスポーツ活動を推進します。 

公民館トレーニングルーム 
専門的な知識を要することなく幅広い年齢層の方が、気軽に運動するこ
とができるよう、トレッドミルやバイク、ダンベル等を設置します。 

 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標１ 皆で支えあう元気な村づくり 
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❷ 結婚・出産・子育て支援の充実 
 

 
合計特殊出生率 

 
 

未婚率は近年ほぼ横ばいとなっており、合
計特殊出生率は近年県とほぼ同割合とな
っています。 

女性の就業率における「M字カーブ」が緩
やかになっていることから、子育てしなが
ら働き続けている人が多くなっています。 

村民アンケートでは、結婚に向け「住まい
や経済的な支援」が求められており、子育
てに向けては「こどもを預けるための施設
やサービスの充実」が求められています。 

家庭と地域の子育て力の向上や教育・学校
及び子育て支援サービスの充実を図るた
め、世代間交流や幼・小・中連携強化の推
進、学校施設整備・教育環境整備等を行っ
ています。 

令和６年４月にこども家庭センターを保
健センターに開設し、妊娠出産期から子育
て期へと切れ目のない支援に取り組んで
います。 

 
すべての子育て家庭を対象に、多様化する働き方や家庭環境に対応した保育サービスを提

供するとともに、対面とオンライン双方での相談機会の確保や親同士の交流促進によって子

育てに伴う孤立感や負担軽減を図ります。 
また、地域全体で子どもの成長を見守り、誰もが安心して子どもを産み、育てることがで

きる社会の実現に努めます。 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

年間出生者数の各年 
対前年比5％増 

人 
(単年) 

21 30  

「児童福祉・子育て支援の充実」
の満足度 

(村民アンケート) 

％ 
(単年) 

15.4 50.0 「満足」「やや満足」の合計 

 

  

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標１ 皆で支えあう元気な村づくり 
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2.1 
出会い・結婚へ向けた支援 

結婚を希望する人の後押しができるよう、関係機関や広域的な連携により、男女の出会い

の場づくりに取り組みます。また、出会いの場に気軽に参加できるよう、各種支援策を講じ

ていきます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

婚活事業イベント数 
事業 

(単年) 
3 3 

石川地方町村広域連携事業も含
む。 

婚活事業イベント参加者数 
人 

(単年) 
18 22 

石川地方町村広域連携事業も含
む。 

 

 
事業名 事業概要 

石川地方町村広域連携事業 
婚活事業 

村民の参加人数増加に向けて、近隣町村と連携しながら、事業を推進し
ます。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標１ 皆で支えあう元気な村づくり 
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2.2 
子育てを応援する環境づくり 

安心して出産、子育てができるよう、妊婦全戸訪問事業から始まりライフステージを通じ

て一貫した子育てを応援する相談支援に力を入れます。 

また、子どもの教育・保育サービスの質的・量的充実を目指し、本村の教育・保育の推進方

針を踏まえ、既存の支援事業のさらなる充実を目指しながら、事業の実施を図ります。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

3･4ヶ月乳児健診受診率 
％ 

(単年) 
100.0 100.0  

9･10ヶ月乳児健診受診率 
％ 

(単年) 
100.0 100.0  

1歳6ヶ月児健診受診率 
％ 

(単年) 
100.0 100.0  

3歳児健診受診率 
％ 

(単年) 
100.0 100.0  

５歳児健診受診率 
％ 

(単年) 
97.2 100.0  

母子手帳アプリ「たまぴよ」 
登録率 

％ 
(単年) 

40.0 50.0  

 

 
事業名 事業概要 

たまかわっ子誕生祝金事業 子どもの誕生を祝福し、健やかな成⾧を願い、誕生祝金を支給します。 

たまかわっ子子育て支援給付金 
事業 

子育てを支援するため、乳幼児を養育している人に、子育て給付金を支給
します。 

妊婦等包括相談支援事業 
（伴走型相談支援） 

出産前から継続して、妊婦・子育て世帯とつながりを持ち、気軽に相談が
できる環境や、関係性を構築するとともに、必要な支援が届くよう努めま
す。 

妊婦全戸訪問事業 
妊婦の不安解消と、子どもが生まれる前からの関わりを大切にし、妊娠期
から出産、子育てまでの継続した相談業務につなげます。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標１ 皆で支えあう元気な村づくり 
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2.3 
教育を通した次代を担う 

親子の成⾧の支援 
次代を担う子どもたちが、個性や能力を伸ばし、思いやりの心や郷土愛を育み、心身とも

に健やかに成長できるよう、就学前教育における教育内容の充実を図ります。 

また、共働き家庭の増加に伴う多様な保育ニーズへの対応や安心して子育てができるよう、

地域の子育て支援サービスの充実に努めるとともに、情報交換や情報提供に取り組みます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

保育所等利用待機児童数 
人 

(単年) 
0 0 村内待機児童数 

認定こども園たまかわクックの森
と保健センターのタイアップ 

事業数 

回 
(単年) 

2 2 子育て等に関する連携事業数 

 

 
事業名 事業概要 

元気なたまかわ子育て支援プラン
の推進 

子どもを育てるすべての親や、これから子どもを産み育てる次代の親が子
育てをする喜びを実感し、安心してゆとりをもった子育てができるよう、
地域全体で支援する体制づくりを推進します。 

地域子育て支援拠点事業 
乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについて
の相談、情報の提供、助言その他の援助を行います。 

認定こども園たまかわクックの森
支援事業 

村と園との連携を図りながら、教育や運営等の支援を行います。 

一時預かり事業 
家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、
主として昼間において、認定こども園で一時的に預かり、必要な保護を行
います。 

延⾧保育事業 
保育認定を受けた子どもについて、利用時間を超えて、認定こども園で保
育を実施します。 

放課後児童健全育成事業 
（放課後児童クラブ） 

就労等により昼間保護者の不在となる家庭の小学生に対し、遊びを主とす
る活動を通じて児童の育成と保護者の就労を支援します。また、小学校統
合を見据えた運営方法等の検討を行います。 

奨学金事業 
経済的な理由により進学に支障をきたしている生徒に対し、修学費用を支
援します。 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標１ 皆で支えあう元気な村づくり 
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2.4 
子どもの人権が守られ、 

安心して子育てできる環境づくり 
近年、大きな社会問題となっている児童虐待について、要保護児童対策地域協議会等で、

関係団体と連携して情報収集を行い、早期発見・早期対応に努め、要保護児童への効果的な

支援・対策を図ります。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

こども家庭センター利用者数 
人 

(単年) 
406 400  

 

 
事業名 事業概要 

こども家庭センター事業 
教育・保育・保健その他の子育て支援の情報提供及び必要に応じた相談・
助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施し、必要な支援が
届くように努めます。 

要保護児童対策地域協議会 
さまざまな事情から保護が必要となった児童やその保護者を適切に支援
するために、専門的な知識および技術を有する機関によって構成され、必
要に応じて支援会議を開催します。 

 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標１ 皆で支えあう元気な村づくり 
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❸ 地域で支えあう福祉の推進 
 

 
民生委員・児童委員数 

項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

民生委員・児童委員 16 人 16 人 16 人 16 人 16 人 

主任児童委員 2 人 2 人 2 人 2 人 2 人 

 

年少人口、生産年齢人口は減少傾向にある
一方、老年人口は増加しており、少子高齢
化が進行しています。 

健康福祉課と保健センターで連携しなが
ら相談支援体制の充実を図っています。 

独自の福祉活動を展開するボランティア
団体の育成に努め、福祉に関わる人材の育
成、資質の向上に継続的に取り組んできま
した。 

福島県社会福祉協議会が設置している生
活自立サポートセンターと連携し、必要と
思われるケースの情報提供等を行い、就労
支援などにつないでいます。 

成年後見制度を活用し、障がい者や認知症
高齢者の財産管理だけでなく、地域での日
常生活等を支援しています。また、中核機
関となる権利擁護支援センターを玉川村
社会福祉協議会に設置しています。 

 

 

すべての村民が孤立・孤独に陥ることなく安心して暮らせるよう、民生委員・児童委員や

多様な団体と連携し、一人ひとりに寄り添う見守り・相談体制を強化します。 

また、災害時要支援者対策や地域福祉の担い手育成を進めるとともに、社会保障制度の適

切な運用と地域福祉意識の向上により、誰もが支え合う地域共生社会の実現を目指します。 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

玉川村への愛着度調査 
（村民アンケート） 

％ 
(単年)   

 

「地域で支えあう福祉の推進」の
満足度 

(村民アンケート) 

％ 
(単年) 

22.0 「満足」「やや満足」の合計 

 

 

   

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標１ 皆で支えあう元気な村づくり 
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3.1 
地域で支えあう意識の高揚、 

孤立化の防止 
地域福祉を推進するためには、地域で暮らす誰もが地域の一員であり、それぞれが尊重し

あい、ともに生きる、福祉の意識を高めることが重要です。誰もが地域福祉を担う主体であ

るという認識のもと、地域の課題への関心や理解を持ち、課題解決のために積極的に活動で

きる地域づくりを推進します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

玉川村赤十字奉仕団団員数 
人 

(累計) 
59 61 玉川村赤十字奉仕団団員数 

有償ボランティア 
（もちもたサポート隊）登録者数 

人 
(累計) 

17 25  

 

 
事業名 事業概要 

ボランティア養成講座 地域の支えあい活動の担い手となるボランティアを養成します。 

地域ネットワークの強化推進 
地域の民生児童委員や自治会等の地域組織との連携し、情報の共有を図
るとともに、早期の支援に取り組みます。 

 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標１ 皆で支えあう元気な村づくり 
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3.2 
生活支援体制の確立 

利用者個々人の状態にあった情報を提供し、福祉サービスの適切な提供に努めます。また、

独居高齢者や高齢者のみの世帯、障がい者のみの世帯や高齢による免許返納者等で、自動車

等の運転が困難で買い物等に支障をきたしている「交通弱者」について、福祉サービスで対

応できる支援施策を検討します。 

 

さらに、複合的な課題を抱えた人を支援するために、社会福祉協議会等関係機関と連携を

図りつつ、横断的かつ包括的な相談・支援を行う体制の一層の充実を図ります。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

福祉避難所 
箇所 

(累計) 
1 1 

福祉避難所として指定する施設
の数 

相談窓口の設置 
箇所 

(累計) 
3 4 相談が可能な窓口等の設置数 

交通弱者支援施策事業数 
件 

(累計) 
1 3  

 

 
事業名 事業概要 

福祉サービスの適切な利用推進 サービス計画に則した、個々にあわせたサービス支援を提供します。 

一元化相談体制のさらなる充実 多種多様な福祉ニーズに応えるべく相談窓口のさらなる向上を図ります。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標１ 皆で支えあう元気な村づくり 
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3.3 
社会保障制度の適切な運営 

すべての村民が健康で文化的な暮らしを営むことができるよう、社会保障制度の適切な運

用と住民理解の浸透に努めます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

国民健康保険税収納率 
％ 

(単年) 
94.85 95.82 現年度分収納額の割合 

生活困窮者支援件数 
世帯 

(累計) 
12 15 

生活保護に至る前の総合的な支
援件数 

 

 
事業名 事業概要 

生活困窮者支援業務 
生活保護に至る前に、自立の可能性等を調査し、関係機関と連携しながら
生活の立て直し、経済的自立に向け必要な支援を行います。 

生活保護相談 
生活困窮者に対する相談を実施し、個々の状況に応じて生活保護制度や自
立支援制度につなぎます。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標１ 皆で支えあう元気な村づくり 
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3.4 
虐待防止・権利擁護の推進 

虐待防止ネットワークの強化を図りながら、関係機関との連携を密にし、虐待等の防止、

早期発見・早期対応に努めます。また、年齢や性別、障がいの有無によって分け隔てられる

ことなく、相互に人格と個性を尊重しあいながら共生する社会の実現に取り組みます。 

さらに、支援が必要な人の身体・精神・財産等を守るために、支援制度の周知や関係機関

との連携により、必要な支援を行っていきます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

成年後見制度の利用 
人 

(累計) 
1 2 成年後見制度利用促進計画 

 

 
事業名 事業概要 

虐待防止センター事業 
毎日24時間体制で虐待に関わる通報等を専用ダイヤルで受け付け、関係
機関と連携して防止活動に取り組みます。 

権利擁護等に関する啓発活動 
人権擁護等の理解の促進に努め、成年後見制度の利用促進のための広報･
普及活動を行います。 

成年後見制度利用支援 
障がい者が社会で不利益や被害を受けることがないよう、財産管理や身上
監護などの支援を行います。 

 

 

 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標１ 皆で支えあう元気な村づくり 
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❹ 障がい者福祉の充実 
 

 
障害者手帳所持者数 

 
 

村内にはサービス提供事業所が少なく、他
市町村に頼らなければならず、サービス事
業者の不足が⾧年の課題となっています。 

特定相談支援・障がい相談支援の利用希望
者が増加している一方で、慢性的な相談支
援専門員の人材不足となっています。 

屋外での移動が困難な障がいのある人に
対し、移動支援事業を実施していますが、
事業所数が少なく、需要に対して供給が追
いついていません。 

障害者総合支援法に基づく福祉サービス、
障がい児支援、相談支援事業等を円滑に利
用できるよう支援するとともに経済的負
担軽減を図りました。 

石川地方地域自立支援協議会を中心に障
がい者一人ひとりの能力等を把握しつつ
希望する就労の実現に向けて支援者と連
携を図りながら支援を行っています。 

障がい者の避難支援体制の整備に向け、障
がいの種類や特性に応じた情報伝達手段
の確保、避難経路の確保、避難所でのサポ
ート体制の構築が必要です。 

 

障がいのある人が、その特性や希望に応じて地域で自立し、自分らしく安心して暮らせる

よう、支援拠点や相談体制の強化、多様な働き方を支える就労支援を進めます。また、合理

的配慮への理解促進も図りながら、誰もが尊重される共生社会の実現を目指します。 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

就労移行支援事業を通じた 
一般就労者数 

人 
(単年) 

0 1 障がい福祉計画 

「障がい者福祉の充実」の満足度 
(村民アンケート) 

％ 
(単年) 

22.6 25.0 「満足」「やや満足」の合計 

 

   

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標１ 皆で支えあう元気な村づくり 
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4.1 
生活支援 

障がい者が身近な場所で必要な日常生活又は社会生活を営むための支援を受け、様々な社

会活動に参加できるように、総合的な相談支援体制の構築や障がい福祉サービスをはじめと

する生活を支えるための各種支援を行います。 

また、障がい者が適切な配慮を受けることができるよう、地域における障がい者理解の促

進に努めるとともに、障がい者がその権利を円滑に行使することができるように配慮します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

施設入所者の地域生活への移行 
人 

(累計) 
1 1 障がい福祉計画 

地域生活支援拠点等の整備 
箇所 

(累計) 
0 1 障がい福祉計画 

包括的な相談支援体制の整備 
箇所 

(累計) 
1 1 障がい福祉計画 

障がい者基幹相談支援センター 
相談支援件数 

件 
(単年) 

35 20 障がい福祉計画 

 

 
事業名 事業概要 

障がい福祉サービス事業 障害者総合支援法に基づくサービスの提供・給付等を行います。 

地域生活支援事業 障がい者が地域で暮らすための支援を行います。 

 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標１ 皆で支えあう元気な村づくり 
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4.2 
就労・社会参加に向けた支援 

働く意欲のある障がい者がその適性に応じて能力を十分に発揮することができるよう、各

個人の能力等を把握しながら希望する就労の実現支援や、一般就労が困難な人には就労継続

支援Ｂ型事業所等での工賃の水準が向上するように支援します。 

また、障がい者が円滑に文化芸術活動、スポーツ又はレクリエーションを行うことができ

るよう、地域における社会参加に向けた環境整備等を推進します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

福祉施設から一般就労への移行 
人 

(累計) 
0 1 障がい福祉計画 

 

 
事業名 事業概要 

就労移行支援事業 
生活介護・自立訓練・就労移行・就労継続を通じて、一般就労を希望す
る障がい者を支援します。 

 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標１ 皆で支えあう元気な村づくり 
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➎ 高齢者福祉の充実 
 

 
要支援・要介護認定者 

 
 

高齢化の進行に加え、人口ピラミッドをみ
ると、70歳～74歳の人口構成が最も多く、
今後数年間で後期高齢者の大幅な増加が
見込まれます。 

要支援・要介護認定者については、要支援
１は増加傾向、要介護１は減少傾向、要支
援２と要介護２～５では概ね横ばい傾向
となっています。また、認定率は減少傾向
で推移しています。 

65歳以上を対象とした一般介護予防事業
や高齢者の保健事業と介護予防事業の一
体的な実施事業、地区高齢者サロン支援を
通じて、高齢者自らが健康づくりに取り組
んでいます。 

地域包括ケアシステムの強化に向け、地域
包括センターや関係機関と連携し、情報の
共有及び対象者への支援を実施していま
す。 

 

人生100年時代を見据え、高齢者が住み慣れた地域で自分らしく安心して暮らし続けられる

よう地域包括ケアシステムの深化推進を図り、必要な支援やサービスを提供するとともに、

趣味や社会参加など多様な生きがいづくりを支援します。また、デジタルも活用した交流や

支え合いを通じてフレイル予防を推進し、誰もが役割を持って輝ける村づくりを目指します。 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

要支援・要介護認定率 
％ 

(単年) 
15.5 16.0  

「高齢者福祉の充実」の満足度 
(村民アンケート) 

％ 
(単年) 

26.2 50.0 「満足」「やや満足」の合計 

※日常生活に介護を必要とせず、自立して暮らせる期間の平均 

 

 

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標１ 皆で支えあう元気な村づくり 
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5.1 
介護予防事業と介護サービスの 

適切な提供 
地域包括支援センターとの連携を通じ、介護サービスの充実を継続し、地域の中で必要な

サービスが安心して受けられるような体制を構築していきます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

地区高齢者サロンの数 
箇所 

(単年) 
15 18  

地域包括支援センターへの 
総合相談件数 

件 
(単年) 

2,491 2,600  

 

 
事業名 事業概要 

介護予防の推進 
健康の駅の活用を推進するとともに、各地区の高齢者サロンや自主運動
クラブの充実を図ります。また、介護保険関係事業所等との自立支援に
向けた研修を実施します。 

自立支援に向けた取り組み 
自立支援型地域ケア会議や研修会の開催や関係職員の自立支援に向けた
意識の向上を図ります。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標１ 皆で支えあう元気な村づくり 
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5.2 
安心して暮らせる 

在宅福祉サービスの充実 
高齢者が可能な限り住み慣れた地域において生活していけるように、高齢者の通院、買い

物等の外出支援サービス等の充実を図ります。また、村内の各団体やボランティアなどを活

用し地域全体で高齢者を見守る体制を強化します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

有償ボランティア（もちもた 
サポート隊）利用人数 

人 
(累計) 

17 30  

安心生活サポート支援登録者数 
人 

(単年) 
83 100  

 

 
事業名 事業概要 

生活支援体制整備事業 
地域で困った高齢者が受けられるボランティアサービス等のシステム化
を図ります。 

認知症施策推進事業 
認知症になっても安心して生活できるような地域の理解や見守りを推進
します。 

生活支援コーディネーター事業 
誰もが住み慣れた地域で生活が続けられるよう、地域の困りごとや助け合
い活動、人材を把握し、地域の人とともに支援体制を構築します。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標１ 皆で支えあう元気な村づくり 
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5.3 
高齢者が地域の中で多様な活動を 

展開できる村づくり 
高齢者が要支援・要介護状態にならずに地域の中で健康で生きがいを持って、社会活動や

文化活動などに積極的に参加できる村づくりを推進します。また、公民館や元気スポーツク

ラブ等の事業を充実し、高齢者が自ら実施するボランティアの場の創設に努めます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

高齢者学級参加者数 
人 

(単年) 
355 370  

高齢者サロン開催数 
回 

(単年) 
720 840  

 

 
事業名 事業概要 

生涯学習・各種文化活動 
高齢者学級や趣味を生かした文化活動を企画・開催し、高齢者の社会活
動への参加を促進します。 

高齢者の就労環境の整備 

村民が高齢になってもこれまで培ってきた知識や経験を活かしながら働
き、健康で生きがいのある生活を送れるよう、シルバー人材センターに
おいて支援をするとともに、高齢者の活躍による地域の活性化を促進し
ます。 

 

 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標１ 皆で支えあう元気な村づくり 
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❶ 生活インフラの整備 
 

 
村道舗装状況 

 
 

村内の主要道路としては、国道118号、県
道７路線、村道303路線、あぶくま高原道
路等があり、計画的な維持・修繕に取り組
んでいます。 

地域団体等との連携により、良好な状態の
公園の維持管理が図られている一方で、利
用者が少なく、利用しやすい公園となるよ
う遊具の設置等、公園のあり方について検
討する必要があります。 

地域の治水安全度向上に向け、国と連携し
て阿武隈川緊急治水対策プロジェクトに
取り組むとともに、遊水地整備に伴う様々
な課題が地域の意向に沿って解決される
よう、関係機関と協議・調整を進めます。 

 

 

老朽化が進む道路や橋梁は計画的な長寿命化で安全な通行を確保し、公園は誰もが憩い交

流できる快適な空間に整えます。また、再生可能エネルギー等の導入により循環型社会を推

進する等、住民が安全で快適に、そして持続可能な暮らしを送れるよう生活基盤を整備しま

す。 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

村道舗装率 
％ 

(単年) 
82.0 84.0 

社会資本整備総合交付金事業等
による整備計画 

 

 

  

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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1.1 
道路・橋梁等の整備推進 

生活道路について、各行政区からの請願道路の重要性を考慮しながら整備し、幹線道路に

ついては、福島空港、国道118号、あぶくま高原道路及び一般県道等のアクセスに重視し整備

促進を図ります。また、橋梁についても補修等を行い、長寿命化に取り組みます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

村道改良率 ％ 75.3 77.0 
社会資本整備総合交付金事業等
による整備計画 

 

 
事業名 事業概要 

道路・橋梁の整備補修等事業 道路・橋梁の重要性を考慮しながら、⾧寿命化を図って補修等を行います。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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1.2 
公園の環境整備 

近隣住民、来訪者が訪れやすい、人が集う公園のあり方について検討し、公園環境の整備・

適正管理に取り組みます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

公園環境の向上に資する事業 
件 

(累計) 
5 7 

公園整備等の事業による改善件
数 

 

 
事業名 事業概要 

公園整備等の検討 公園のあり方等について検討します。 

公園の適正管理 地域団体等との連携を図り、公園の維持管理を行います。 

 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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1.3 
適切なごみ処理の推進 

ごみ分別のルールを徹底するとともに、令和７年４月から製品プラスチックの収集も始ま

り、ごみ減量化に関する啓発活動を積極的に推進します。また、外国人等へ向けた分別の案

内など、先進事例の調査・研究を行い、ごみの排出量減少に取り組みます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

１人当たり可燃ごみ排出量 
㎏ 

(単年) 
166 160 １人当たり年間可燃ごみ排出量 

 

 
事業名 事業概要 

一般廃棄物事業 資源ごみのリサイクル化、減量化の推進等に取り組みます。 

石川地方生活環境施設組合事業 
石川地方生活環境施設組合により広域的に収集・処理及びリサイクルが行
われています。 

 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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❷ 循環型社会の構築 
 

 
部門別温室効果ガス排出量（令和４年度） 

 
 

観光における自然体験として、地域おこし
協力隊による環境学習体験事業を実施し
ました。さらに、阿武隈川サミットが開催
され、事業に参画しました。 

第４次玉川村地球温暖化対策実行計画を
策定し、環境負荷を低減する社会の実現を
目指しています。 

 

 

気候変動に対応した脱炭素社会の実現を目指して、再生可能エネルギーの導入や３R徹底に

よる循環型社会の形成を進めます。また、河川水質管理などを通じて生物多様性豊かな自然

を守るとともに、村民の環境意識を高め、持続可能な地域を次世代へ継承します。 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

「循環型社会の構築」の満足度 
(村民アンケート) 

％ 
(単年) 

13.7 20.0 「満足「やや満足」の合計 

 

 

  

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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2.1 
環境意識の高揚 

村内の商業施設等と協力・連携し、より一層のレジ袋削減やマイバッグの持参の呼びかけ

のほか、広報紙等によるごみ再資源化・再利用に関する啓発に取り組み、環境問題への理解

を深めるとともに、不法投棄等のない美しい村づくりを推進します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

環境学習会または環境イベントの
開催件数 

件 
(単年) 

0 3  

 

 
事業名 事業概要 

環境意識啓発事業 
環境に配慮した商品の購入及びリサイクル等の促進にについて広報紙等
により啓発を行います。 

 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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2.2 
地球温暖化の防止と循環型社会の構築 
地球温暖化防止対策に向け、地球にやさしいライフスタイルの啓発等、玉川村地球温暖化

対策実行計画に基づく各種事業に取り組みます。また、近年の異常な暑さから身を守るため

クーリングシェルターの普及と利用促進に取り組みます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

CO2削減目標 
ｔ 

(累計) 
740 679 

玉川村地球温暖化対策実行計画
（事務事業編） 

 

 
事業名 事業概要 

生ごみ処理機購入補助事業 生ごみ処理機を購入した世帯に補助金を支給します。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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2.3 
再生可能エネルギーの導入推進 

世界的な環境問題に対する関心の高まりや、国のエネルギー政策等を注視しつつ、再生可

能エネルギーについて村民の意識啓発を推進するとともに、新たな再生可能エネルギーの導

入促進等について必要に応じ検討を行います。 

また、民間企業による太陽光発電システムの設置が進んでいるため、地域に調和した環境

の保全又は災害の防止のための村条例による規制に努めています。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

住宅用太陽光発電システム出力 
Kw 

(累計) 
773 823 

太陽光発電システム設置におけ
る総出力 

 

 
事業名 事業概要 

再生可能エネルギー導入促進事業 
住宅用太陽光発電システム導入補助等により、再生可能エネルギーの導
入促進を図ります。 

 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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❸ 計画的な土地利用と自然環境の保全 
 

 
地目別土地面積 

 田 畑 宅地 沼地 山林 原野 雑種地 牧場 その他 合計 

令和３年 541 743 234 4 2,247 107 174 1 616 4,667 

令和４年 539 730 236 4 2,255 110 175 1 617 4,667 

令和５年 535 714 236 4 2,266 117 176 1 618 4,667 

令和６年 520 701 236 4 2,282 121 176 1 626 4,667 

令和７年 510 685 235 4 2,290 126 178 1 638 4,667 

 

村の土地利用のあり方については、平成27
年度に策定した国土利用計画（第４次玉川
村計画）に基づいて進めています。 

土地利用に当たっては３つの地域区分を
定め、本村人口の７割が居住し、交通の便
にも優れた西部地域は、本村の核としての
土地利用を推進し、福島空港の所在する中
央部は、人口減少社会を見据えた住宅地等
の誘導を行い、自然が豊かな東部地域は、
「職・住・遊」の新たな拠点としての土地
利用を推進しています。 

既存の振興地域エリアにおける適切な農
地保全を推進するとともに、農業の振興を
行っています。また、農業振興地域整備計
画の見直しを行っています。 

国、県の計画を基本とし、森林法に基づく
山林の維持管理等に関する計画を策定し
ました。 

 

 

大切な自然を未来へ引き継ぐことを基本に、将来を見据えた土地の使い分けを計画的に進

めます。また、豊かな自然環境を次世代へ継承するため、生物多様性の保全に努め、誰もが

憩い親しめる緑地や水辺の維持管理を進めます。 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

「計画的な土地利用と自然環境の
保全」の満足度 

(村民アンケート) 

％ 
(単年) 

8.8 10.0 「満足」「やや満足」の合計 

 

 

    

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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3.1 
合理的な土地利用の推進 

国土利用計画に基づき、各地域の特性に沿った土地の利用を推進し、人口減少対策や地域

経済の活性化に向けた取り組みを行います。 

また、農業振興地域整備計画に基づき、地域ごとの特色にあわせた振興施策を推進し、耕

作放棄地の拡大を抑制しながら、農地の適正な利活用を推進します。さらに、森林の有する

多面的機能を有効に発揮させるため、森林整備計画を推進します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

宅地化面積 
㏊ 

(累計) 
234.52 235 

固定資産税概要調書に基づく５
年後の一般宅地転換（利用）の面
積累計 

耕作放棄地調査におけるＡ分類 
農地の面積 

㏊ 
(累計) 

1,346 1,800 
農業委員会が調査する耕作放棄
地の面積 

農業委員会が実施する非農地判断
の面積 

㏊ 14 42 
非農地判断により農地から除外
される面積の累計 

 

 
事業名 事業概要 

各種計画の計画的な見直しと 
適切な運用 

地域の実情にあった各計画の見直しを実施し、適切な運用により、計画的
で合理的な土地利用を推進します。 

土地利用誘導施策の推進 計画的な土地利用を推進するため、誘導施策を構築・実施します。 

 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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3.2 
自然環境の保全・活用 

自然環境を守る体制を村民と構築するとともに、河川の水質検査を継続的に実施し、自然

保護・保全に取り組みます。また、観光における自然体験や、緑の少年団による環境学習体

験、阿武隈川サミットによる源流体験ツアー、観光や教育、広域連携などにおいても自然を

活かした村づくりを推進します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

河川水の生物化学的酸素要求量 
（BOD）値 

㎎/L 
(単年) 

0.6～2.4 3以下 3㎎/L以下が親水に適している 

 

 
事業名 事業概要 

水質保全事業 
村内河川（阿武隈川、泉郷川、金波川、東川、金堀川、下境沢川）の水質
検査を行います。 

環境保全事業 
自然資源の持続可能な利用や再生エネルギーの効率的な利用など循環型
社会の形成に取り組みます。 

自然体験・環境学習体験等の 
教室、イベント事業 

自然を活かした観光自然体験、環境学習体験、源流体験ツアー等の実施事
業を行います。 

 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
 



 

34 

3.3 
緑地・水辺の維持管理 

緑地・水辺について、良好な状態で利用できるよう地域団体等と連携して維持管理に努め

ます。また、国土交通省との連携による水辺に親しむ「かわまちづくり」を推進します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

水辺を活用した 
自然体験（観察）教室等の開催 

回 
（単年） 

- 2  

 

 
事業名 事業概要 

ハザードマップの更新 水害・土砂災害に対するハザードマップを更新します。 

治水事業 
整備・改修が必要な箇所について、国や県等に対し要望活動を行うととも
に、国による阿武隈川上流遊水地群の整備が地域の意向等を踏まえて進め
られるよう、関係機関との協議・調整等を行います。 

親水関係事業 国土交通省との連携による水辺に親しむ「かわまちづくり」を推進します。 

 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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❹ 上下水道の整備 
 

 
水道普及率 

 
 

行政区域内人口の緩やかな減少にあわせ、
給水人口も減少傾向となり、給水量の減少
も予想されることから、有収水量減少によ
る料金収入の減少が懸念されます。 

水質管理の徹底、水道施設の維持管理、水
道技術の継承、また、災害時の応急対応な
ど、安全性・安定性の確保やサービス水準
の向上といった質の高いサービスの維持・
向上が重要です。 

老朽管について、災害に強い耐震管へ布設
替を行っています。 

居住環境及び農作物の生産向上、さらには
自然環境の保全のため、水道水の供給区域
の拡大を図る必要があります。 

各種情報収集を行いながら、広域連携につ
いて継続して検討しており、市町村単位、
さらには近隣市町村単位での調査・検討が
必要です。 

 

 

施設の老朽化や激甚化する災害に備え、水道管等の計画的な更新と耐震化を進めます。 

また、未普及地域の解消や生活排水の適正処理により良好な水環境を守り、人口減少の中

でも効率的な経営に努めることで、将来にわたり安全な水を安定供給できる持続可能な上下

水道事業を目指します。 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

水道普及率 
％ 

(単年) 
84.5 87.5 給水人口/給水区域内人口 

 

 

  

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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4.1 
健全な上水道事業の推進 

水道法に基づく石川町と玉川村の効率的な水道用水供給事業の確立と水道施設の整備を図

ります。また、水道未普及地域の水道施設整備を実施するとともに、老朽化した配水管を地

震に強い管路に計画的に更新します。 

さらに、適正な水道料金算定に努めるため、費用対効果を考え、常にコスト意識を持ちな

がら効率的に経営基盤強化を図ります。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

有収率 
％ 

(単年) 
86.0 89.0 年間総有収水量/年間総排水量 

老朽化した管路の布設替更新率 
％ 

(単年) 
39.0 45.0 

耐用年数を過ぎた管路の更新の
割合 

 

 
事業名 事業概要 

水道法に基づく用水供給事業 石川町用水供給事業による効率的な水道施設整備を行います。 

水道未普及地域解消事業 
四辻新田水源を利用し、四辻新田・河平・青井沢・小半弓・千五沢地区を
中心とした水道施設整備を行います。 

老朽管更新事業 老朽化した配水管の更新を行います。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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4.2 
適正な下水道事業の維持管理 

農業集落排水事業の公営企業会計法適用化を図り、健全な下水道事業の維持管理に努めま

す。また、今後の適切な運営管理を行うため、施設の集約、再編、さらには、他下水道事業者

との広域的な連携に向けた取り組みを図ります。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

汚水処理人口普及率 
％ 

(単年) 
78.4 84.0 

村内人口を分母に、農集区域内の
接続人口と合併浄化槽設置人口
を分子に普及率を算出 

 

 
事業名 事業概要 

更新事業の推進 川辺・竜崎・須釜処理区の処理場等更新工事を行います。 

汚水処理事業の広域化・ 
共同化計画検討会 

広域化・共同化の実施可能性案件洗出し、関係市町村等との検討協議を行
います。 

玉川地区の整備 農業集落排水事業(蒜生・小高・中・岩法寺地区の一部)の整備を行います。 

合併浄化槽の整備 地方創生汚水処理施設整備事業を進めます。 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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➎ 移住・定住支援と居住環境の整備 
 

 
定住促進補助事業の状況 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

申請世帯数 13 世帯 11 世帯 13 世帯 5 世帯 17 世帯 

補助事業対象者数 
人数 35 人 32 人 39 人 22 人 52 人 

うち子どもの数 6 人 11 人 14 人 12 人 18 人 

 

うち転入者数 
人数 17 人 14 人 7 人 7 人 29 人 

うち子どもの数 3 人 3 人 0 人 3 人 7 人 

うち定住者数 
人数 18 人 18 人 32 人 15 人 23 人 

うち子どもの数 3 人 3 人 9 人 9 人 11 人 
 

男女ともに20代の流出が著しく、進学、就
職、転職、結婚等を機に村外へ転出してい
ることがうかがえます。また、村民アンケ
ートでは、子育て世代にあたる30代で、本
村の住み心地が低くなっているほか、20代
の定住意向が低くなっています。 

住まいに関して移住定住促進補助事業に
よる住宅取得費の補助や空き家・空き地バ
ンクの運用など、一定の施策を推進してき
ており、引き続き取り組んでいくことが重
要です。 

すがまプラザ住宅エリアにおける宅地造
成を行い、令和７年度に販売を開始してい
ます。 

住宅取得に係る補助事業を実施すること
により、移住者の増加と定着促進さらに
は、人口流出抑制が図られ、人口減少対策
に寄与した。併せて、補助事業内で子育て
加算を実施することにより、子育て世帯へ
の支援を拡充し、少子化対策にも寄与し
た。 

 

 

多様なニーズに応える移住支援や空き家の利活用を促進します。同時に、危険な空き家へ

の対策や公営住宅の長寿命化を進め、誰もが住み続けたい、そして新たに選びたいと思える

魅力的な住環境の創出に努めます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

社会増減 
人 

(単年) 
   

 

 

  

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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5.1 
移住・定住・二地域居住の促進 

移住者・定住者への支援については、たまかわくらしサポートセンターが、居住・就労・生

活支援を一体に結ぶ「ワンストップ型支援窓口」として、サポートを行います。また、住宅取

得や居住にかかる各種補助事業等支援や民間との協働による宅地開発等の事業を積極的に推

進します。さらに、地域おこし協力隊の積極的な採用を図るとともに、隊員の任期中のサポ

ートを強化し、卒隊後も引き続き定着できるよう支援を行います。 

また、村外へ本村の魅力を発信し、転職なき移住、二地域居住等の新しい働き方の創出に

よる人口流入を推進します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

たまかわくらしサポートセンター
相談件数 

件 
(単年) 

110 130  

地域おこし協力隊定着率 
％ 

(累計) 
45 60 卒隊後１年経過した隊員とする 

移住定住促進補助事業の 
利用件数 

件 
(累計) 

135 150  

住宅リフォーム支援事業 
利用件数 

件 
(単年) 

26 35  

たまかわくらし体験住宅の 
利用者数 

人 
(累計) 

35 80  

 

 
事業名 事業概要 

移住者新築住宅取得補助事業 新たに玉川村へ移住し、新築住宅を取得した人へ補助金を交付します。 

移住者中古住宅取得補助事業 新たに玉川村に移住し、中古住宅を購入した人へ補助金を交付します。 

若年層定住促進補助事業 
村内に住所を有する45歳未満の人で、村内に定住する意志を持ち、新築住
宅を取得した人へ補助金を交付します。 

子育て応援引っ越し費用補助金 新たに玉川村へ移住する子育て世帯の引っ越し費用の一部を補助します。 

地域プロジェクトマネージャーに
よる移住支援 

新たに地域プロジェクトマネージャーを採用し、たまかわくらしプロジェ
クトを推進します。 

地域おこし協力隊サポート事業 
地域おこし協力隊が卒隊後定住できるよう、現役時からサポートを行いま
す。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 



 

40 

5.2 
空き家等対策の推進 

空き家・空き店舗等については、再利用可能なもの、危険性の高いもの等に区分しながら、

それぞれに合致した政策支援を実行していきます。また、「空き家・空き地バンク事業」を充

実させ、移住者等への情報提供を行います。 

また、管理不全の迷惑空き家解消による環境改善を啓発・推進し、空き家の利活用や除却

等を含めた具体的な支援施策を検討します 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

空き家・空き地バンク登録物件 
成立件数 

件 
(単年) 

3 5 
空き家・空き地バンク登録物件の
契約件数 

 

 
事業名 事業概要 

空き家対策事業 
空き家・空き地バンクを活用した情報の発信を行い、空き家等の利活用促
進を図ります。 

空き家・空き地バンク利活用 
事業費補助金 

空き家・空き地バンクを利用して契約が成立した場合に補助金を交付しま
す。 

 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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5.3 
公営住宅の入居充実 

住宅困窮者の生活を支援するため、低廉な家賃の住宅を供給するとともに、「公営住宅等長

寿命化計画」に基づき、修繕等の維持管理により、入居者の居住環境の安定を図ります。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

公営住宅入居率 
％ 

(単年) 
66.6 90.0  

公営住宅数 箇所 14 11  

 

 
事業名 事業概要 

公営住宅維持管理事業 公営住宅の修繕等の維持管理を行います。 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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➏ 交通ネットワークの整備 
 

 
路線バスの系統別平均乗車密度 

 
 

生活拠点となる公共施設、医療施設、商業
施設等の各施設が国道118号の沿線に生活
圏として集積しているものの、それぞれの
規模が小さく、本村だけでは生活機能を確
保しきれていない状況にあります。 

現在、村内の公共交通はJR水郡線２駅、路
線バス３路線、空港リムジンバス、スクー
ルバスが運行しています。その他、各医療
機関等が独自に患者輸送交通として送迎
車を運行している。公共交通においてはい
ずれも運行頻度が低く、住民アンケートに
おいても利用しづらいとの指摘が挙がっ
ています。 

福島空港利用促進事業や就航先との交流
により、福島空港の利用促進に努めている
ほか、空港を活用した事業に参加し、福島
空港事業のPR促進に努めています。 

令和5年度に泉郷駅のトイレを整備し利便
性向上に努めました。また、令和６年度に
は水郡線が全線開通90周年を迎え、記念事
業を実施したほか、サイクルトレインの区
間延伸により、川辺沖駅、泉郷駅でも利用
が可能となっています。 

路線バスの利用促進に向け、運行事業者の
広報等の支援を実施したほか、地域間幹線
系統と接続する域内交通について検討を
行っています。 

 

人口減少や多様化するライフスタイルに対応するため、住民の暮らしを支える地域交通の

連携に取り組みます。また、ニーズに応じた持続可能な公共交通ネットワークを構築すると

ともに、福島空港の利活用促進を図り、誰もが快適に移動しやすい活気ある村を目指します。 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

「交通ネットワークの整備」の 
満足度 

(村民アンケート) 

％ 
(単年) 

19.8 23.8 「満足」「やや満足」の合計 

 

  

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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6.1 
福島空港の利活用促進 

空港は地域づくりの大きな役割を担っており、地域、関係機関と連携し、にぎわいづくり

を推進しながら、空港の利用促進を図ります。そのためにも、関係機関と連携しながら新た

な就航先開拓、空港利用者の利便性向上を図る要望活動を行うとともに、就航先との地域間

交流を推進します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

福島空港を利活用した事業件数 
件 

(単年) 
2 4  

 

 
事業名 事業概要 

新規路線の開拓 
関係機関と連携し、新たな路線確保に向けて要望活動を行い空港の利便性
向上を図ります。 

就航先との交流 
就航先との交流を図ることにより、相互の往来を促進し、航空機を活用し
て人・モノが動くことにより、新規路線、既存路線の継続を図ります。 

福島空港利活用促進事業 
福島空港から離発着する航空機の利用促進を図るため、村民が航空機を利
用しやすい環境の支援を行います。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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6.2 
鉄道・バスの利用促進 

駅舎トイレの整備、駐輪場の補修などの環境整備を関係機関に働きかけ、利便性の向上に

努め、鉄道の利用を促進します。 

また、村民の利便性の向上を図るため、路線沿線の市町村とともにバスダイヤの適正化に

ついて、関係機関へ働きかけを行います。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

鉄道・バスなど公共交通の便利さ
の満足度（村民アンケート） 

％ ― 50.0  

 

 
事業名 事業概要 

赤字バス路線運賃収入補填事業 バス事業者への運賃収入補填により、既存路線の維持を図ります。 

JR水郡線利活用促進事業 
沿線自治体・村観光物産協会・地元事業者等と連携した利活用促進を強
化します。また、令和6年度より実施されている、サイクルトレインの利
活用促進を図り、自転車で村を訪れる方を増やします。 

 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
 



 

45 

6.3 
新公共交通体系の検討 

「地域公共交通計画」の策定を通じて、地域の特性を把握するとともに、先進自治体の取

り組みを調査する等、本村にあった新たな公共交通体系の構築を検討・実装し、免許返納者

を含む全村民が安心して移動できる社会を目指します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

新たな地域公共交通の可能性 
調査数 

回 
(累計) 

- 3  

 

 
事業名 事業概要 

新たな地域公共交通計画の策定 
住民の生活を支える持続可能な交通体系を実現するため、現場の実情と
財源の現実性を両立させた計画を策定します。 

玉川村地域公共交通活性化協議会 
地域住民や交通事業者等と地域公共交通について総合的に検討し、最適
な公共交通のあり方について検討します。 

 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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❼ 防災・消防体制の充実 
 

 
火災発生件数 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

建物火災 1 件 1 件 1 件 1 件 0 件 

車両火災 0 件 1 件 0 件 1 件 0 件 

林野火災 0 件 0 件 0 件 0 件 1 件 

その他火災 1 件 3 件 0 件 0 件 0 件 

合 計 2 件 5 件 1 件 2 件 1 件 
 

通勤・通学や買物行動等の日常活動範囲の
拡大により、昼間時には中心部に人口が集
中し、住宅地等の周辺部では夜間に比べ極
めて人口が少なくなるという傾向があり、
災害応急活動を行うためのマンパワーが
不足することが懸念されます。 

今後人口減少や少子高齢化の更なる進行
により、コミュニティ意識の低下が見込ま
れます。災害による被害を最小限にくい止
めるためには、「自らの身の安全は自ら守
る」という住民一人ひとりの防災意識の向
上とともに、自主防災組織の育成等地域に
おける防災体制の整備充実が重要です。 

消防団員の確保と訓練の充実によって、消
防団活動の強化と団員の資質の向上を図
るとともに、各行政区と連携しながら玉川
村消防団協力員の確保による応援体制の
強化を推進します。 

消防車両など消防資機材の充実に努める
とともに、住宅防火対策の推進及び建築物
事業者などへの防災指導を行います。 

自主防災組織等の防災組織の育成に努め
るとともに、AED等を使った救命防災体制
の講習や総合防災訓練の充実を図ります。 

 

 

激甚化・頻発化する自然災害に備え、治水対策などの防災インフラ整備に取り組みます。

また、防災意識の醸成や消防団の充実により、火災等が発生した場合に迅速な対応と地域防

災体制の強化に取り組み、地域で安全・安心に暮らせる村づくりを目指します。 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

火災発生件数 
％ 

(単年) 
2 0  

 

 

 

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 



 

47 

7.1 
防災意識の高揚 

自主防災組織等の育成に努めるとともに、総合防災訓練の充実を図り、「自助・共助・公助」

の村づくりを推進します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

防災意識の普及啓発事業数 
件 

(累計) 
10 15 防災意識啓発のための事業件数 

防災救難救助訓練事業 
件 

(累計) 
10 15 

防災救難救助訓練事業の開催件
数 

防災アプリ利用者数 
人 

(累計) 
200 500  

 

 
事業名 事業概要 

防災組織の育成 自主防災組織の育成を図ります。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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7.2 
消防・救急体制の充実 

消防団員の確保と訓練の充実により消防活動の強化と団員の資質向上を図るとともに、各

行政区と連携して玉川村消防団協力員を確保し、応援体制を強化します。また、広域的な応

援体制の充実に努め、救命に関する技能の普及を推進します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

玉川村消防団協力員の人数 
人 

(単年) 
12 20 消防活動への応援体制人員 

消防団員数 
人 

(単年) 
226 230  

救命講習会の受講者数 
人 

(累計) 
20 200 

消防団員・自主防災組織等の受
講者数 

 

 
事業名 事業概要 

消防団員確保対策 消防団員の確保のための取り組みを推進します。 

救命講習会事業 救命に関する技能講習会を開催します。 

 
  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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7.3 
消防・防災資機材等の整備 

消防車両など消防資機材の充実に努めるとともに、住宅用火災報知器の設置促進及び防火

指導に努めます。また、消防水利の整備及び老朽化した消防設備の更新に努めます。 

また、災害発生時に向け、土嚢袋やビニールシート、食料品・飲料水等の防災関係資機材

について、調査・研究しながら必要量の確保・保管に努めます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

消防水利設置目標 
箇所 

(累計) 
254 264 

防火水槽・消火栓を設置した延べ
箇所数 

 

 
事業名 事業概要 

消防団資機材点検・更新 消防車両等の消防資機材の定期的な点検・更新を行います。 

防災関係資機材の確保事業 
防災倉庫を利用し、土嚢袋や食料品・飲料水、避難所感染症防止対策用
の資機材等の確保を行います。 

 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 



  

50 

❽ 交通安全・防犯対策・ 
消費者対策の充実 

 

 
交通事故発生件数と刑法犯罪認知件数 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

交通事故発生件数 5 件 ３件 ４件 ９件 ※確認中※ 

刑法犯罪認知件数 19 件 16 件 14 件 19 件 16 件 

 

安全安心たまかわこぶし隊を中心に、地
域・関係団体・行政が協力した防犯体制づ
くりに努めています。 

石川地区玉川村防犯指導隊員による防犯
パトロールを定期的に実施し、事件・事故
を未然に防ぐ取り組みを実施しており、４
月10日、10月10日は「地域安全の日」とし
て、消防団・行政区・こぶし隊を中心に防
犯活動を行っています。 

交通教育専門員や高齢者交通安全指導隊
を中心に関係機関との連携のもと、交通安
全教育を実施し、交通安全意識の啓発を図
っています。 

交通事故多発地帯の周知と解消に努め、渋
滞緩和のための具体的な措置を講じなが
ら、事故を未然に防止する取り組みを推進
しています。 

 

 

誰もが安全に安心して暮らせるよう、通学路の安全確保や危険箇所の改善、交通安全教育

を進めます。また、子どもや若者、高齢者が特殊詐欺やSNSを介した犯罪等の被害にあわない

よう、地域や関係機関と連携して注意喚起を徹底し、被害を未然に防ぐ体制を強化します。 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

交通事故発生件数 
件 

(単年) 
５ 0  

刑法犯罪認知件数 
件 

(単年) 
16 10  

 

 

 

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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8.1 
交通安全対策の強化 

交通教育専門員や高齢者交通安全指導隊を中心に、警察署等の各関係機関との連携のもと、

交通安全教育等を実施し、交通安全意識向上に向けた啓発活動を行います。 

国・県道を中心に歩道の整備を積極的に要望していきます。また、カーブミラーやガード

レールなどの点検、整備を図ります。さらに、交通事故多発地帯の周知と解消に努め、渋滞

緩和のための具体的な措置を講じながら、事故を未然に防止する取り組みを行います。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

交通死亡事故０への取り組み 
件 

(単年) 
2 5 

各期交通安全運動・交通安全関
連事業開催件数 

 

 
事業名 事業概要 

交通安全施設の整備 カーブミラーやガードレール等の計画的な整備を図ります。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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8.2 
防犯対策活動の推進 

警察署等と連携して地域住民による防犯パトロールを行うなど、地域での自主防犯活動を

推進するとともに、防犯対策意識の啓発を図っていきます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

防犯啓発活動事業 
件 

(単年) 
12 15 

地域の防犯パトロール事業・啓発
活動事業開催件数 

 

 
事業名 事業概要 

防犯灯の新設の推進 新規の防犯灯を設置していきます。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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8.3 
消費者への情報提供や啓発活動 

近年、増加し巧妙化する特殊詐欺等から消費者を守るため、比較的被害が多い高齢者や児

童・生徒を対象とする被害の未然防止に向けた出前講座などの啓発活動に取り組みます。併

せて、村広報紙、村ホームページ、チラシなどによる相談窓口の周知、消費生活に関する情

報提供や啓発を行います。また、消費者被害にあったことを自覚していない場合もあるため、

相談による被害の掘り起こしにも取り組みます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

消費生活相談体制強化 
人 

(累計) 
2 2 消費生活相談員数 

 

 
事業名 事業概要 

消費生活相談事業 
石川地方消費生活相談室を石川地方5町村で共同運営し、連携した相談業
務に努めます。 

 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標２ 環境にやさしい安全・便利な村づくり 
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❶ 農林業の振興 
 

 
基幹的農業従事者数 

 
 

水稲以外では園芸作物として、トマト・キ
ュウリ・インゲン、果樹としてさるなし・
リンゴ・モモ・イチジク・ブルーベリーが
主力となっています。 

花卉では菊、リンドウ、ツルウメモドキの
栽培が行われ、菊が主力となっており、畜
産では肉牛繁殖農家が大半となっていま
す。 

既存農業者の高齢化、後継者不足・若者の
農業離れが深刻となっています。 

農産物の振興を行うため、ビニールハウス
整備や資材更新の補助支援を実施すると
ともに、技術研修会の情報提供、認定農業
者視察研修等を実施し、技術向上を支援し
ています。 

村内の森林を守るため、各種事業を推進し
ながら、間伐の推進や松くい被害の拡大防
止に努めています。 

 

 

行政区ごとの特性を考慮し、農業の将来像を見据え持続的に発展させるため作成した「地

域計画」を軸に、スマート農業や６次産業化を推進し、魅力ある農業を目指します。また、森

林資源の適正な管理と保全も進め、安全な食料を安定供給する役割を果たしながら、環境に

も配慮した魅力ある農林業を確立します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

「農林業の振興」の満足度 
(村民アンケート) 

％ 
(単年) 

6.0 8.0 「満足」「やや満足」の合計 

 

 

 

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標３ 暮らしを支える産業が伸びゆく村づくり 
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1.1 
農産物、畜産物の振興 

特別栽培や有機栽培等による米作りを推奨し、食味向上による農業経営の安定化を図り水

稲経営の振興に努めます。また、農産物の安定化や効率化、有害鳥獣対策、省力化等による

生産の振興のほか、野菜の栽培や新技術の導入、農地中間管理事業による担い手への農地集

積、制度資金活用による農業経営の改善等に取り組み、農業所得の向上に努めます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

農地中間管理事業を活用した農地 
の集積面積 

㏊ 
(累計) 

1.4 5.0 
地域農業の担い手等に対する農
地の集積面積 

水稲作付面積 
ha 

(単年) 
316 216  

 

 
事業名 事業概要 

玉川産米ブランド化促進事業 
たまかわ水稲栽培研究会に補助金を交付し、特別栽培におけるコシヒカリ
の食味向上を推進し、ブランド化を目指します。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標３ 暮らしを支える産業が伸びゆく村づくり 
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1.2 
担い手確保と経営効率化の支援 

農業所得向上を図るため、認定農業者や集落営農組織等の育成に取り組みむとともに、農

地の集積・集約の促進や共同利用設備等の導入、農地耕作条件改善支援等を行う等、効率的

な経営に向けた支援を行います。また、農業後継者や若手新規就農者の確保、新たな農業担

い手の育成について積極的に支援を行います。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

新規就農者数 
人 

(累計) 
6 10 

令和６年度末の青年等就農計画
認定者 

新規認定農業者数 
経営体 
(累計) 

15 20  

 

 
事業名 事業概要 

農畜産物の振興事業 
営農基盤の強化促進のため、国・県等の各種支援制度を積極的に活用し、
農畜産業の環境整備、収益性の高い品目の導入を行い、各種農畜産物の振
興を図ります。 

担い手等育成事業 
認定農業者並びに若手農業者に対し、生産性向上・労力低減、新技術導入
等の支援を推進します。また、青年就農者に対して、定着のための支援を
行います。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標３ 暮らしを支える産業が伸びゆく村づくり 
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1.3 
森林機能の維持及び基盤整備 

村の森林を守り、水源涵養機能の保全を促進し、森林の有する多面的機能を維持するため、

森林経営管理制度事業に取り組み、民有林の間伐や下草刈り等適正な管理に努めます。また、

引き続き松林保全事業により、松くい虫被害木を伐採し、被害が拡大しないよう努めます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

森林経営管理制度意向調査取得率 ％ 0 10 
森林経営管理制度意向調査同意
書取得率 

 

 
事業名 事業概要 

森林経営管理制度推進事業 森林経営管理制度に基づき、村内森林経営の計画的な整備を推進します。 

 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標３ 暮らしを支える産業が伸びゆく村づくり 
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❷ 商業の振興 
 

 
小売業事業所数・年間販売額 

  
 

商店は村民の憩いの場でもあるものの、店
主の高齢化や後継者不足等による事業の
継続が困難となっています。また、近隣市
町村へ大型店、チェーン店が進出したこと
で、村内における販売額が減少していま
す。 

地域に点在していた身近な商店等が減少
したことにより、高齢者を中心とした買い
物弱者が存在しています。また、身近にあ
った商店がなくなることでコミュニティ
の場も減少しています。 

玉川村商工会の活動支援のため、補助金を
交付し、支援を行っています。 

石川地方商工会連合会にて、創業セミナー
を開催し、創業支援計画の認定を実施して
います。また、玉川村単独でも、村内に店
舗を構えて創業した事業者に対し、補助事
業を実施しています。 

 

 

後継者不足やデジタル化といった課題に対応するため、商工会等と連携し、円滑な事業承

継やDX導入を支援します。また、意欲ある多様な担い手による新たな創業を促し、地域内経

済の好循環を創出することで、住民の暮らしの利便性を高め、地域のにぎわいを創出します。 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

起業・創業件数 
件 

(累計) 
6 10  

 

 

 

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標３ 暮らしを支える産業が伸びゆく村づくり 
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2.1 
商工連携による商品開発とブランド化 
加工品の新規開発と高付加価値化を目指し、「いしかわ牛」ブランド化を推進します。また、

県、JA、こぶしの里などの直売所、各種協議会と連携し、農産物のブランド化や地元農産物

を活かし、農商工連携による高付加価値の６次化商品の開発に取り組みます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

生産物直売所年間売上額 
千円 

(単年) 
237,507 240,000 こぶしの里の売上額 

さるなし関連商品売上額 
千円 

(単年) 
29,958 32,000  

農産物の新規販路開拓数 
箇所 

(累計) 
6 10  

 

 
事業名 事業概要 

いしかわ牛商品開発検討委員会 
補助事業 

「いしかわ牛」ブランド化を推進するため補助を行います。 

農畜産物ブランド化推進事業 
農畜産物のブランド化と６次産業化を推進するため、関係機関・団体と
連携しながら支援を行います。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標３ 暮らしを支える産業が伸びゆく村づくり 
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2.2 
商工会活動の支援 

商工会が自主的に行う商店等の持続と成長、発展並びに地域経済の活性化を図る事業を支

援し、住民生活の向上に資する施策の実施を図ります。特に、生活様式の変化に対応した事

業収益の確保・拡大事業を推進するため、移動販売等の新たな取り組み等を支援します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

商工会会員数 
事業所 
(単年) 

200 208  

 

 
事業名 事業概要 

商工会活動支援 
地域経済の振興、住民生活の向上を目的とする商工会が行う施策を支援し
ます。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標３ 暮らしを支える産業が伸びゆく村づくり 
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2.3 
創業の支援 

創業を目指す人への情報提供、知識を修得するための講習会の開催及びチャレンジショッ

プ活用並びに空き店舗のあっせん等を行い、新たな経済活動を支援します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

創業者の数 
事業
者 

(累計) 
6 10 村内で創業した事業者の数 

空き店舗・空き家などを再利用 
した出店数 

箇所 
(累計) 

8 16  

空き店舗と創業希望者の 
マッチング件数 

事業
者 

(累計) 
3 10  

スタートアップ創業支援事業 
活用者数 

件 
(累計) 

1 5  

プレステイたまかわ事業利用者数 
人 

(累計) 
112 200  

 

 
事業名 事業概要 

創業の支援 創業に必要な情報、知識等を取得するための支援を行います。 

チャレンジショップの活用 
村営施設を活用し実際に店舗運営を経験しながら、創業するために必要な
支援を行います。 

プレステイたまかわ実証事業 
空き家・空き店舗を活用した、民間事業者との協働による実証事業を行い
ます。 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標３ 暮らしを支える産業が伸びゆく村づくり 
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❸ 工業の振興 
 

 
製造品出荷額 

 
 

企業誘致の要望はあるものの対応できて
いない状況です。今後は、村内の空き用地
の情報を集めて企業へ紹介するなどの対
応も必要です。 

企業の更なる誘致に向け、村有ではない民
間等が所有する空き地や居抜き物件の用
地の情報を把握し、発信していくことが必
要です。 

村内の企業に対しては、国・県等が行う支
援策の情報発信や村独自の制度資金、利子
補給で支援を行っていますが、商工会、事
業者等との連携をさらに深めたうえで、新
たな分野への進出などチャレンジする事
業者を応援する支援策の構築に努め、地域
経済の持続的発展を図る必要があります。 

毎年、企業訪問等を実施し、立地企業の状
況把握に努め、相談等に応じています。 

 

 

企業の立地ニーズや事業環境の変化に対応し、関係機関と連携して戦略的な誘致活動を展

開します。また、既存企業にはDXや脱炭素化への挑戦を後押しする伴走型支援を行い、地域

に根差した雇用を生み出し、持続可能で活力ある地域経済を目指します。 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

製造品出荷額 
万円 

(単年) 
4,719,365 4,750,000  

 

 

 

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標３ 暮らしを支える産業が伸びゆく村づくり 
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3.1 
企業誘致の推進 

企業誘致を着実に進めるための方策の検討及び支援策の見直しを進め、県、関係機関と連

携を強化し、企業誘致活動の推進を図ります。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

新規企業誘致件数 
件 

(累計) 
0 2  

 

 
事業名 事業概要 

企業誘致支援事業 企業誘致に資する活動の推進と情報の発信を行います。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標３ 暮らしを支える産業が伸びゆく村づくり 
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3.2 
既存事業の支援 

既存企業の支援について、既存支援制度の見直しを図り、持続的な事業の支援に取り組む

とともに、新たな取り組みを行う事業者への支援の構築を図ります。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

既存企業の維持率 ％ 100 98 
現況値を100％とし、目標年度ま
で経営を維持する企業の率 

地場産業のPR事業件数 
件 

(累計) 
29 35  

立地企業従業員定住奨励金 
活用者数 

件 
(累計) 

1 5  

 

 
事業名 事業概要 

既存企業支援事業 持続的発展、革新的発展等に係る経済活動の支援を行います。 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標３ 暮らしを支える産業が伸びゆく村づくり 
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❹ 雇用・勤労者対策の充実 
 

 
自市町村就業率 

 
 

村内就業率は43.4％と石川郡内で最も低
く、村外で就業する本村在住者が、村外在
住で本村に就業する者を上回っています。 

村民へのアンケート調査では、高校生世代
の４割以上が戻ってきたいと回答してお
り、村内での就業に向け、企業情報などの
情報発信や就労先の確保・整備などが求め
られています。また、村の産業や就労に関
する取り組みについて満足度が低い一方
で、重要度が高くなっています。 

現状では、村内企業からの求人募集が少な
いこともありますが、人口減少社会の到来
による労働人口の減少、労働条件等におけ
る求職者の選択肢の増加、求人・求職ニー
ズのミスマッチ、都会への人材流失等の課
題があります。 

立地企業従業員用住宅（サンヒルズ）の管
理運営の実施。⾧期的な空き家は発生して
おらず、入居者はほぼ満室の状況です。 

 

 

深刻な人材不足に対応するため、村内企業と連携し、働きがいやワーク・ライフ・バラン

スといった魅力も広く発信します。人材の確保と定着を促進することで、地域全体で「選ば

れる職場」を増やし、活力ある村づくりを目指します。 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

「雇用・勤労者対策の充実」の 
満足度 

(村民アンケート) 

％ 
(単年) 

13.8 20.0 「満足」「やや満足」の合計 

 

 

 

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標３ 暮らしを支える産業が伸びゆく村づくり 
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4.1 
就労支援の充実 

ハローワーク等からの求人情報や就業支援セミナーの周知を行い、求人者と求職者のマッ

チングを図ります。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

職業相談件数 
件 

(単年) 
255 280  

 

 
事業名 事業概要 

石川地方職業相談事業 
石川郡５町村で職業相談室を開設し、公共職業安定所関係機関と連携し
て、就職情報の提供をします。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標３ 暮らしを支える産業が伸びゆく村づくり 
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4.2 
就労環境の充実 

立地企業従業員用住宅を活用し、村内に立地する企業への住環境の提供に努めるとともに、

ニーズ調査を行いながら住環境の支援を図ります。また、村内に立地する中小企業に勤める

従業員への福利厚生の充実と、コワーキングスペースの提供やサテライトオフィス誘致など

「新しい働き方」の支援を図ります。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

サテライトオフィス誘致件数 
件 

(累計) 
9 11 計画期間誘致件数 

コワーキングスペースの利用者数 
人 

(累計) 
1,859 2,000 計画期間利用者数 

 

 
事業名 事業概要 

立地企業従業員用住宅の活用 
立地企業従業員用住宅を活用し、村内に立地する企業への住環境の提供
に努めるとともに、ニーズ調査を行い住環境の支援を図ります。 

サテライトオフィス誘致事業 
閉校した校舎を活用し、東京圏及び県外を中心としたサテライトオフィ
ス誘致を行い雇用の充実を図ります。 

福利厚生の充実 
村内に立地する企業に勤める従業員への福利厚生を図るための企業への
働きかけ、従業員のワーク・ライフ・バランスの実現に向けた啓発活動
等を行います。 

コワーキングスペース事業 
新しい生活様式に対応した働き方への支援のため、閉校した校舎の一部
を利活用しコワーキングスペースを提供します。 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標３ 暮らしを支える産業が伸びゆく村づくり 
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➎ 観光・交流活動の推進 
 

 
観光入込客数 

 
 

豊かな自然を活かしたアクティビティ、
食・歴史・文化資源のほか、観光交流施設
やコワーキングスペース、レンタサイクル
など新たな観光・交流資源の開発も進めて
います。また、令和６年には「見て、食べ
て、飲んで、体験できる『乙な駅たまかわ』」
がオープンしました。 

一方で、宿泊施設や村外への情報発信不足
が課題となっているほか、移動手段の確保
も重要な視点となっています。 

令和4年3月に観光振興計画を策定し、観
光・交流人口の増加を図るため、効果的な
事業実施と情報発信に取り組んでいます。 

玉川村観光物産協会へ補助金を交付し、事
業運営を支援しています。今後は、玉川村
観光物産協会を観光の中枢を担える組織
として成⾧させることが必要です。 

鹿谷郷との交流は、約35年間、互いに交流
しながら、良好な友好関係を築いていま
す。 

 

 

「森の駅 yodge」を核に、自然を活かした体験型観光や国内外との多様な交流を推進し、

観光・交流活動を推進します。また、地域住民や事業者を巻き込み、特産品等による継続的

な交流も深め、持続可能なにぎわいを育み、選ばれ続ける魅力的な村づくりを目指します。 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

玉川村に関係する人口 
人 

(累計) 
979 1,500人 

たまかわくらしプロジェクト参
加者数＋東京玉川会会員数＋ふ
るさと納税寄付者数 

玉川村における交流人口 
人 

(単年) 
- 270,000人 

森の駅yodge+乙な駅たまかわ+
アーバンスポーツ施設への来訪
者数+道の駅たまかわ 

 

  

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標３ 暮らしを支える産業が伸びゆく村づくり 
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5.1 
観光誘客の推進 

観光誘客の核となる景勝地や交流拠点、空港やインターチェンジ、駅等の交通拠点を中心

に、村の東西を観光ルートとしてつなぎ、交通面、PR面での誘客推進を図ります。 

また、村観光物産協会、地域商社機能等を持つ民間事業者等との連携、地域おこし協力隊

の活用推進を図りながら、SNS等を活用して、観光資源や食、それらをつなぐルート等のPR

活動を積極的に推進します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

サイクルヴィレッジたまかわ 
事業利用者数 

人 
(単年) 

4,017 6,000  

森の駅yodge利用者数 
人 

(単年) 
6,593 15,000  

道の駅たまかわ 
（こぶしの里センター）入込客数 

人 
(単年) 

164,865 200,000  

観光・交流イベント来場者数 
人 

(単年) 
16,700 20,000  

乙な駅たまかわ入込客数 
人 

(単年) 
- 50,000  

 

 
事業名 事業概要 

たまかわ観光交流施設事業 
旧四辻分校を利活用した宿泊施設「森の駅 yodge（ヨッジ）」の運営事
業を推進し、村を訪れる交流人口・関係人口の創出を目指す。また、食を
テーマにした名産品の開発も行います。 

観光誘客事業 

「森の駅 Yodge（ヨッジ）」を拠点とした着地型観光の実施と、村観光物
産協会や地域商社機能を持つ民間事業者と連携を図りつつ、ICT技術を活
用した観光活動、効果を考慮した物産販売活動等、官民一体となり新たな
観光誘客を推進していきます。 

乙字ヶ滝周辺観光整備 

村内景勝地の一つである乙字ヶ滝が担うまちづくりの役割を踏まえ、国や
県と連携した「乙字ヶ滝かわまちづくり計画」、「地方創生事業」、「空
き家対策事業」等を併せて実施し、一体的な観光・親水拠点の形成を目指
します。 

観光PR事業 
村内にある観光資源の掘り起こしを行い、様々な機会を捉えた観光PR活
動を推進し観光客の拡大を図る。観光ホームページやSNS等を活用した情
報発信を行います。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標３ 暮らしを支える産業が伸びゆく村づくり 
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5.2 
観光産業の支援 

「玉川村観光振興計画」に基づき、さらなる観光資源の磨き上げや名産品をテーマにした

グルメ開発を行うとともに、魅力のある情報を発信し、観光産業の充実に取り組みます。ま

た、観光の中枢を担える組織として玉川村観光物産協会の支援を行います。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

地場産品のPR事業件数 
件 

(累計) 
29 35  

新規6次化商品の開発品数 
品 

(累計) 
6 10  

農産物の新規販路開拓数 
箇所 

(累計) 
6 10  

観光物産協会会員数 
事業者 
(単年) 

62 80  

県外物産イベント出展数 
回 

(単年) 
4 6  

 

 
事業名 事業概要 

玉川村観光物産協会事業 観光の中枢を担える組織とするための支援等を行います。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標３ 暮らしを支える産業が伸びゆく村づくり 
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5.3 
関係・交流人口の展開 

台湾鹿谷郷との文化・経済交流や、就航先との民間連携による交流をさらに発展させます。

これらのつながりを活かしつつ、単なる訪問に留まらない「関係人口」も創出し、特産品の

購入やイベント参加など、多様な形で継続的に村と関わるファンを国内外に増やし、地域の

活力を育みます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

福島空港の就航先交流事業 
事業 

(平均) 
3 3 計画期間内の年間平均事業数 

ふるさと納税寄付者数 
人 

(単年) 
814 1,000  

東京玉川会会員数 
人 

(単年) 
70 75  

たまかわくらしプロジェクト※ 

参加者数 
人 

(単年) 
95 120 

移住相談（村内）件数+体験住宅
利用者数+ワークスタイルサポ
ート事業参加者数 

※たまかわくらしプロジェクト：本村では、一人ひとりが自分らしく豊かな暮らしを実現できる環境づくりを目指し、
各関係機関や地域住民等と連携したプロジェクトに取り組んでいます。 

 

 
事業名 事業概要 

鹿谷郷交流事業 村民の関心を高め、交流の絆を深める活動の促進を図ります。 

福島空港を核とした交流事業 
既存路線の維持、新規路線の確保の一助となる就航先との交流の促進を図
ります。 

村内中学生国内研修事業 
村内中学２年生を対象とした国内研修を実施することにより、これからの
村づくりに必要な広い視野と豊かな心を持った人材育成を図ります。 

 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標３ 暮らしを支える産業が伸びゆく村づくり 
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❶ 学校教育の充実 
 

 
小学校在籍児童数 

項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

玉川第一小学校 237 人 210 人 212 人 202 人 203 人 

須釜小学校 85 人 85 人 86 人 83 人 85 人 

合計 322 人 295 人 298 人 285 人 288 人 

中学校在籍生徒数 

項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

玉川中学校 171 人 181 人 171 人 171 人 144 人 

確かな学力の定着、豊かな心の育成、健や
かな体の育成に係る各学校への啓発に取
り組んでいます。 

特別支援を要する児童・生徒の増加や学力
に個人差があることなどから、個に応じた
支援や指導の充実の必要があります。 

令和５年度の小中学生の肥満度はともに
国や県と比べて高い状況にあります。 

少子化に伴い､児童・生徒数の減少傾向の
推移から、今後も小中学校のあり方につい
ての検討を継続して行っていく必要があ
ります。 

 

 

予測困難な時代を生き抜く力を育むため、園・学校が連携し、知・徳・体の調和がとれた教

育を推進します。また、ICTを活用して一人ひとりに応じた学びを保障し、探究的な学習や地

域との交流を通して豊かな心と郷土への誇りを育み、確かな学力と自己肯定感を備えた未来

のつくり手を育成します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

独自学習支援プログラム事業数 
件 

(累計) 
8 8  

新小学校の開校 
校 

(単年) 
0 1  

 

 

   

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標４ 未来を担う人財を育てる村づくり 
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1.1 
小学校・中学校における教育の充実 

玉川村では、「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」の調和のとれた「生きる力」を持つ

次代の人材を育むため、学校・家庭・地域と連携した学校教育の推進に努めます。 

また、安全安心な教育環境を継続的に確保するため、学校施設の計画的な維持管理等に努

めます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

学校支援地域本部事業 
（地域ボランティア） 

人 
(累計) 

41 45  

玉川大学学生による学習支援事業
の利用率 

％ 
(単年) 

６ 15 小学５年生から中学３年生対象 

放課後学習支援事業の利用率 
％ 

(単年) 
40 45 中学３年生対象 

 

 
事業名 事業概要 

園小中連携事業 
園児・児童・生徒の学力向上方策の研究、協議を行い、効果的な事業推進
を図ります。 

学力向上推進事業 学生、事業者等と連携し、効果的な学力向上事業推進を図ります。 

教科・特別支援学級への支援員の
配置 

算数・数学、英語の特定教科、障がいのある児童生徒へのきめ細やかな学
習支援を推進するため、支援員を配置し、学力向上を図ります。 

国内研修事業 
他地域との交流を通して、異なる文化間での総合理解と友好の絆を深め、
広い視野と豊かな心を持った人材育成を図ります。 

学校支援地域本部事業 
学校の要請に応じて、登録されたボランティアが学校教育活動等の支援・
協力を行います。ボランティア数の維持、推進に取り組みます。 

芸術鑑賞事業 
演奏・演劇などの芸術文化に触れ、豊かな心、表現力や創造力の向上を図
ります。 

タブレットPC更新事業 
国によるGIGAスクール構想の下、児童生徒へ１人１台端末が整備された
タブレットPCの更新を行います。 

学校給食事業 
健やかな体を育むため、栄養バランスのとれた給食提供に努めるととも
に、物価高騰による給食費の負担軽減を図ります。 

部活動の地域クラブ移行 
国が示す移行計画期間を見据え円滑な部活動の地域クラブへの移行を推
進します。 

学校施設維持管理事業 
学校施設、給食施設など安全安心に使用できるよう適正な維持管理を図り
ます。 

スクールバス運行事業 
遠距離で通学する児童生徒を対象にスクールバスを運行し、通学に係る負
担軽減を図ります。   

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標４ 未来を担う人財を育てる村づくり 
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1.2 
教育施設等の充実 

少子化に伴い、児童生徒の減少傾向の推移から小学校施設について統合し、併せて放課後

児童クラブや中学校施設についても、同一敷地内に併設するなど、将来の義務教育化へ向け

た施設の整理統合を目指します。また、施設のバリアフリー化を進めるとともに、脱炭素化

やカーボンニュートラルの時代を生きていくため、環境教育に必要な施設を整備するなど教

育施設等の充実に努めます。 

さらに、施設統合後の旧施設や敷地の利活用方法等について、調査検討します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

小学校施設の統合 
施設 

(累計) 
2 1  

放課後児童クラブの統合 
施設 

(累計) 
2 1 小学校施設と併設 

中学校施設の併設 
％ 

(累計) 
0.0 100.0 小学校施設と同一敷地率 

施設のバリアフリー化 
％ 

(累計) 
0.0 100.0  

環境教育の推進 
施設 

(累計) 
0 1  

旧施設敷地の利活用検討 
回 

(累計) 
1 3  

 

 
事業名 事業概要 

小学校統合事業 ２つの小学校施設を１つの施設に整理統合を予定します。 

児童クラブ整備事業 
２つの施設を１つの施設に整理統合するとともに、小学校施設に併設を予
定します。 

中学校併設事業 学校施設の整理統合のため、小学校との同一敷地への併設を予定します。 

教育施設のバリアフリー化事業 教育施設等を整備する際には、バリアフリー化を予定します。 

環境教育のための施設整備事業 
教育施設等を整備する際には、脱炭素化やカーボンニュートラルを推進
し、環境教育が推進できる施設整備を目指します。 

旧施設や敷地の利活用検討事業 統合前の施設や敷地の利活用について、調査研究を進めます。 

 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標４ 未来を担う人財を育てる村づくり 
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❷ 生涯学習の推進 
 

 
生涯学習・文化活動 

項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

高齢者教室 

講座数 1 種類 1 種類 1 種類 1 種類 1 種類 

実施回数 11 回 11 回 10 回 8 回 8 回 

参加者数 318 人 340 人 350 人 391 人 400 人 

趣味を活かした 

文化活動 
講座数 10 種類 13 種類 14 種類 9 種類 9 種類 

 

生活スタイルの多様化や余暇時間の増大、
村民の学習意欲の高まりとともに、学習ニ
ーズが多様化しています。一方で、少子高
齢化等による村民のコミュニケーション
能力の低下、社会教育関係団体の組織力低
下、生涯学習の推進に必要な人材不足など
の課題に直面しているのが実情です。 

公民館においては、各種生涯学習講座を実
施していますが、参加者の固定化が進んで
おり、軸になり活動する人材の確保の難し
さ等の課題があります。 

村民が学習機会を自由に選択できるよう、
多種多様な講座を開催している一方で、参
加者が集まらないものもあったため、村民
のニーズにあったものを展開していくこ
とが必要です。 

地域住民に対して年齢別に関心事や読書
傾向などを聞き取り、利用者のニーズにあ
った図書資料の充実を図っています。来館
が困難な高齢の利用者や送迎がなければ
来館できない子どもたちに移動図書館車
での貸出しサービスを行っています。 

 

 

人生100年時代に誰もがいつでもどこでも主体的に学べるよう、オンライン講座なども含め

た多様な学習機会を提供します。その成果が、地域活動にも活かされる循環を創出すること

で、世代を超えて学び合い、共に成長できる豊かな地域社会の実現を目指します。 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

「生涯学習の推進」の満足度 
(村民アンケート) 

％ 
(単年) 

18.0 18.０ 「満足」「やや満足」の合計 

 

 

   

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標４ 未来を担う人財を育てる村づくり 
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2.1 
生涯学習推進体制の充実 

村民が学習機会を自由に選択でき、その成果が適切に評価され、地域社会の発展に寄与す

る生涯学習社会の実現に向け、あらゆるニーズに適応できる指導者の確保や、既存施設の補

修を計画的に実施しすることにより、生涯学習基盤の充実を図ります。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

図書蔵書数 
冊 

(累計) 
20,000 20,000  

生涯学習指導者数 
人 

(単年) 
2 3  

 

 
事業名 事業概要 

すべての村民が参加できる 
教室の開催 

性別年齢に関係なく参加できる各種講座を開催します。 

図書室利活用促進事業 図書室の有効活用を促進するため、書籍の充実や広報の展開を図ります。 

生涯学習施設修繕事業 修繕が必要な生涯学習施設を安全なものに修繕します。 

生涯学習指導者の育成事業 
指導者の専門性を高めるとともに、地域のニーズに応じた人材育成を図り
ます。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標４ 未来を担う人財を育てる村づくり 
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2.2 
公民館、たまかわ文化体育館に 

おける各種講座・イベントの開催 
村民の意向も踏まえ、村民のニーズに即した各種講座やイベント・講演会等を開催します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

各種講座、イベントの参加人数 
人 

(平均) 
2,500 2,800 

生涯学習や村主催のイベントへ
参加した計画期間内の年間平均
数 

 

 
事業名 事業概要 

公民館主催事業 
学校の⾧期休暇に合わせて、子供向けに映画上映会や図書室内でイベント
を開催します。 

 

 

 

 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標４ 未来を担う人財を育てる村づくり 
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❸ スポーツの振興 
 

 
スポーツ活動 

項目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

スポーツ教室 

種類 16 種類 18 種類 17 種類 18 種類 12 種類 

実施回数 277 回 304 回 324 回 347 回 379 回 

参加者数 3,619 人 3,533 人 3,973 人 4,000 人 5,138 人 

スポーツイベント 

種類 6 種類 6 種類 8 種類 7 種類 7 種類 

実施回数 8 回 10 回 17 回 10 回 5 回 

参加者数 568 人 302 人 575 人 700 人 320 人 

 

運動の習慣がある人は５割程度あるもの
の、年齢別に見ると20～29歳、30～39歳の
年齢層に運動習慣がある人が少なくなっ
ています。また、自主的に運動やスポーツ
をしている中学生は５割未満となってい
ます。（第３次元気たまかわ健康21計画ア
ンケート） 

小学生向けのダンス教室を開催し、体力の
向上や参加者同士の交流につながってい
ます。 

たまかわ文化体育館のアリーナではバス
ケ、バレーボール、バドミントン、剣道等
ができるほか、トレーニング室には、ラン
ニングボード、コードレスバイク等も設置
しています、 

玉川村スポーツ協会の加盟団体に対し、各
種補助金の交付や、施設の貸し出しを通し
て育成を行っています。 

 

 

誰もが心身ともに健康で、生涯にわたりスポーツを楽しめるよう、多様な団体と連携しま

す。また、年齢や障がいの有無に関わらず、自分に合った楽しみ方を見つけられる環境を整

備し、スポーツを通じた交流により地域の活力向上につなげます。 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

「スポーツの振興」の満足度 
(村民アンケート) 

％ 
(単年) 

22.4 23.0 「満足」「やや満足」の合計 

 

 

  

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標４ 未来を担う人財を育てる村づくり 
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3.1 
スポーツ団体・指導者の育成と 

スポーツ交流事業の推進 
スポーツ協会やたまかわ元気スポーツクラブ等と連携して、スポーツ指導者・ボランティ

アの育成・確保を図るとともに、スポーツ少年団の活性化及び指導者の育成への支援に努め

ます。 

また、スポーツレクリエーションの充実や広域的な交流大会・イベントの開催及びこれら

への積極的な参加促進に努めます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

スポーツイベント参加者数 
人 

(単年) 
411 493 

村主催で行われたスポーツイベ
ントへ参加した人数 

スポーツツーリズム事業数 
件 

(単年) 
0 1 

たまかわ元気スポーツクラブと
連携して行うイベントの数 

 

 
事業名 事業概要 

村民が参加できる 
スポーツイベント 

性別・年齢に関係なく参加できるスポーツイベントを開催します。 

地域プロジェクトマネージャーに
よるスポーツツーリズムの推進 

新たに地域プロジェクトマネージャーを採用し、スポーツツーリズムの推
進を図ります。 

 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標４ 未来を担う人財を育てる村づくり 
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3.2 
健康増進に向けた 

各種スポーツ教室等の充実 
村民の健康増進に向け、子どもから大人まで楽しめるニュースポーツやアーバンスポーツ

等の普及に努めます。また、健康増進のためのスポーツ教室の充実を図ります。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

スポーツ施設の利用者数 
人 

(単年) 
39,086 46,900 

村内スポーツ施設を利用した人
数 

スポーツ少年団登録数 
団体数 
(単年) 

2 2 ソフトボール、バスケットボール 

 

 
事業名 事業概要 

健康増進のための 
ニュースポーツの推進 

楽しみながらスポーツを実践し、健康づくりに役立つ、ニュースポーツの
普及を図ります。 

スポーツ少年団育成事業 
スポーツ少年団加盟団体のソフトボール、ミニバスケットボールへ活動補
助金を支給します。 

 

 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標４ 未来を担う人財を育てる村づくり 
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❹ 地域文化活動の推進と文化財の活用 
 

 
村内の文化財 

国指定 東福寺舎利石塔 石造五輪塔 

県指定 

川辺八幡神社のさかさ杉 
川辺八幡神社本殿一棟一間社流造 

附棟札６枚 

南須釜の念仏踊り 
首藤石川文書二巻三十四通 
宮ノ前古墳 

東福寺木造薬師如来立像一躯附木造両脇侍像二躯十二神将像十二躯 

村指定 

巌峯寺開山碑 
都々古別神社御正体懸仏二面一躯 
弘安供養塔婆一基 
巌峯寺観音堂仁王門一棟 
巌峯寺観音堂仁王像二躰 
巌峯寺観音堂白木馬白一体 
巌峯寺開山和尚空谷禅師座像一躰 
巌峯寺観音山阿彌陀三尊来迎板碑一基 
⾧慶寺阿彌陀三尊来迎板碑一基 
矢部家所有 阿彌陀三尊来迎板碑一基 

仁戸内阿彌陀三尊来迎板碑一基 
川辺八幡神社 大杉 
大寺城跡(山頂部)本丸跡 
東福寺銀杏木 
大雷神社社号大額（外縁金箔社名黒漆塗） 
大雷神社遷宮棟札 
銅製御正体鏡鈑一面 
西郷渡・北の宿の獅子舞 白鍬踊 
南宿東部の獅子舞 白鍬踊 
山小屋の白鍬踊 

 

文化芸術活動の振興として、玉川村文化団
体連絡協議会に加盟している文化団体の
活動支援、文化祭や芸能発表会の開催、小
中学校の児童・生徒を対象とした芸術鑑賞
教室の開催、文化公演会の隔年での開催を
行ってきました。 

文化の向上進展に功績のあった個人また
は団体の顕彰を目的として、文化団体連絡
協議会表彰式を行いました。 

文化財保護審議会を定期的に実施し、文化
財防火デーに合わせて通報や消化訓練等
を行いました。 

 
地域の宝である伝統芸能や文化財を未来へ継承し保存していくため、若者をはじめ多様な

担い手の参加を促すとともに、後継者の育成を図ります。また、デジタル技術も活用して保

存や情報発信を行い、文化を通じた交流を育み、誰もが郷土に愛着と誇りを持てる村づくり

を目指します。 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

国・県・村指定文化財 
点 

(累計) 
28 28 文化財に指定・登録する数 

「地域文化活動の推進と 
文化財の活用」の満足度 

（村民アンケート） 

％ 
(単年) 

20.0 20.0 「満足」「やや満足」の合計 

 

  

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標４ 未来を担う人財を育てる村づくり 
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4.1 
文化財の保存・継承・活用 

文化財保護審議会を中心として、現状の問題解決に向けて検討します。また、文化財パト

ロールや玉川ふるさと館の展示を定期的に実施し、文化教育・文化財保護の充実を図ります。

また、火災や自然災害を想定した訓練等を行い、適切に文化財を保護するための環境づくり

及び対策に努めます。さらに、芸能保存会会員の高齢化や少子化による踊り手不足が懸念さ

れることから、村指定を進めるなど、保存に向けた取り組みの強化を行います。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

玉川村史のデジタル化 
％ 

(累計) 
0.0 100.0  

 

 
事業名 事業概要 

文化財保護審議会活動事業支援 
文化財の保護を目的にした文化財防火パトロールや文化教育活動につい
て支援します。また、文化財防火デー等にあわせて訓練を開催します。 

伝統芸能の記録映像化 
村内で活動している無形文化財を伝承していくため、記録映像として残
し、村内外へ広く周知します。 

伝統文化・歴史の周知 
歴史・文化等に係る情報の収集、精査を行い、デジタル技術を活用した周
知を村内外へ図ります。 

 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標４ 未来を担う人財を育てる村づくり 
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4.2 
質の高い芸術や文化等の鑑賞の促進 

一般の村民にも広く周知し、本物の芸術にふれることで伝統文化の大切さを学ぶ機会を創

出します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

文化公演来場者数 
人 

(単年) 
0 800 文化公演に来場した人数 

青少年育成村民会議が主催する 
会議及び事業数 

回 
(単年) 

3 3 １年間における事業等実施回数 

 

 
事業名 事業概要 

文化活動事業 
村民文化祭、文化公演会、芸能発表会等を開催し、芸術文化にふれ、学ぶ
機会を創出します。 

文化団体連絡協議会活動事業支援 加盟団体への助言、提案等を行い活動の活性化を図ります。 

青少年育成村民会議に 
関わる事業推進 

青少年を健全に育成するための安全の確保と文化、スポーツ活動を推進し
ます。 

 

 

 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標４ 未来を担う人財を育てる村づくり 
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❶ 協働の村づくりの推進と 
コミュニティの育成 

 

 
行政区加入率の推移 

項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

総世帯数 1,827 戸 1,813 戸 1,803 戸 1,795 戸 1,783 戸 

加入世帯数 1,647 戸 1,623 戸 1,607 戸 1,593 戸 1,575 戸 

加入率 90.1％ 89.5％ 89.1％ 88.7％ 88.3％ 

 

隔年で各行政区へ村⾧をはじめ職員等が
出向き、「村民懇談会」を実施して、直接村
民の声を聴き、村政に反映しています。 

各種計画等を策定する際には、村民アンケ
ートやパブリックコメントを実施して政
策立案に反映しており、実際の施策の内容
に応じて、村民が意見を出せる場となる委
員会や、ワークショップ形式の話し合いや
検討の場等を設けています。 

村政運営の状況等を正確に、リアルタイム
で提供・発信できるよう、広報紙の発行、
公式ホームページの運用や公式SNSの構
築に努めました。 

村民参加の場として、各行政区における懇
談会を開催したものの、政策検討等委員会
における公募までは至らなかった状況で
す。 

 

 

多様化する村民一人ひとりの声を村政に活かすため、対話の機会に加え、オンライン等で

いつでも意見が言える仕組みを整えます。また、村の情報を分かりやすく発信して関心を高

め、誰もが村づくりの主役であるという意識を育み、行政と住民が共に未来を創る協働の地

域を目指します。 

 

項目 

 
単位 

現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

「協働の村づくりの推進」の満足
度 

(村民アンケート) 

％ 
(単年) 

11.2 15.0 「満足」「やや満足」の合計 

 

 

  

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標５ 多様性と協働の村づくり 
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1.1 
地域の多様なコミュニティ活動の支援 

価値観の多様化や核家族化の進行等により、地域社会におけるコミュニティが希薄化する

現状を踏まえ、村民の連帯感や自主性を高めるとともに、官民が連携した持続可能な地域づ

くりを進める等、多様なコミュニティ活動への支援を推進します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

集落支援員による支援事業数 
事業 

(単年) 
12 20  

地域交流活性化事業参加者数 
人 

(単年) 
1,043 1,200  

コミュニティ助成事業利用事業数 
事業 

(単年) 
1 1  

ボランティア参加者数 
人 

(単年) 
558 600  

大学との連携事業数 
事業 

(累計) 
8 8  

 

 
事業名 事業概要 

集落支援員活動補助事業 
集落支援員が地域コミュニティの維持形成及び空き家の利活用等に取り
組むための活動補助を行います。 

地域交流活性化補助事業 
各行政区や組単位での地域に対して一定の補助金を支出し、自主的に行う
地域課題対策やコミュニティ活動を支援します。 

コミュニティ助成事業 
地域コミュニティ活動の充実・強化を図るため、村⾧が認めるコミュニテ
ィ組織等に対し活動補助を行います。 

大学との連携事業 
教育・観光・芸術等あらゆる分野において大学と連携することにより、大
学が持つ高度で専門的な教育資源を地域社会の発展に供与します。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標５ 多様性と協働の村づくり 
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1.2 
広報・広聴活動の充実 

効果的な広報活動を行うため、広報紙や村ホームページ、防災行政無線のより一層の充実

はもとより、村の情報等を発信するSNSやホームページの運用・活用を充実します。 

また、職員等が現場に出向き、村民の声を直接聞き取り、施策等に反映させるための「村

民懇談会」やパブリックコメント制度のさらなる充実を図ります。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

村公式ホームページでの情報発信 
回 

(単年) 
550 800  

村公式ホームページ閲覧者数 
人 

(単年) 
84,000 90,000  

村民相談の日開設における 
訪問件数 

件 
(単年) 

30 50  

村公式LINEでの情報発信 
回 

(単年) 
230 250  

村公式LINE登録者数 
人 

(単年) 
530 1,000  

 

 
事業名 事業概要 

広報活動の充実 
広報紙や村ホームページ、防災行政無線のより一層の充実と、観光情報や
物産情報等を発信するためにＳＮＳやホームページを積極的に活用しま
す。 

広聴活動の充実 
本村独自の「村民懇談会」をより一層充実します。また、政策や計画策定
の際に、WEB等でのパブリックコメントを積極的に行う。的確に村民の声
を直接聞き取り、そして反映させていきます。 

パブリックコメント事業 
意見公募の実施により、村民等と情報を共有しながら、村民の行政参画の
機会を提供するとともに、村民に対する説明責任を果たし開かれた村政の
実現を目指します。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標５ 多様性と協働の村づくり 
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1.3 
地域住民の直接参加の推進 

村民参加の場に、積極的に参加してもらえるような意識づくりに努めるとともに、政策を

検討する委員会等の委員選出における委員の公募等も検討していきます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

委員等を公募した組織数 
組織 

(累計) 
1 10 計画期間累計数 

 

 
事業名 事業概要 

地域住民の直接参加型事業の推進 
政策等を検討する委員会等の委員選出等の際に、可能な限り公募による委
員の募集を行います。また、ボランティア活動などへの住民参加も積極的
に推進していきます。 

 

 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標５ 多様性と協働の村づくり 
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❷ 男女共同参画の推進 
 

 
就業者の男女別正規雇用率 

項目 就業者数 正規の職員・従業員数 正規雇用率 

全国 
男性 24,581,181 人 20,065,078 人 81.6％ 

女性 22,361,040 人 10,731,753 人 48.0％  

福島県 
男性 373,019 人 314,284 人 84.3％  

女性 316,474 人 169,342 人 53.5％  

玉川村 
男性 1,343 人 1,130 人 84.1％  

女性 1,164 人 684 人 58.8％  

 

村では、女性の意見をより気軽に話し合え
る場として「女性から見たまちづくり委員
会」も組織しており、地域づくり等につい
て、検討し意見交換や情報発信する活動を
しています。 

庁内における各種委員会で女性の登用を
促進しています。 

平成29年3月に第1次玉川村男女共同参画
計画を策定し、計画に基づき、事業の実施
及び計画の周知を図っています。 

 

 

誰もが性別に関わらず、その人らしく輝ける社会を目指し、無意識の偏見や固定的な役割

分担意識の解消に努めます。また、育児や介護を社会全体で支え、多様な働き方を推進する

ことで、全ての人が仕事と暮らしを自分らしく両立できる環境を整えます。 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

「男女共同参画の推進」の重要度 
(村民アンケート) 

％ 
(単年) 

37.0 40.0 「重要」「やや重要」の合計 

 

 

  

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標５ 多様性と協働の村づくり 
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2.1 
様々な分野における 
男女共同参画の推進 

男女共同参画の視点を養うための研修会、フォーラム等を開催し、性別による役割分担意

識の改革と地域社会活動への参加を促進します。また、「玉川村男女共同参画計画」に基づき、

男女共同参画に関する啓発活動等の推進と政策・方針決定の場への男女共同参画の促進の実

現に向けた施策を推進していきます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

男女共同参画に関する学習会・ 
研修会数 

回 
(単年) 

0 1 
１年間に開催する学習会等の回
数 

各種委員会等における女性登用率 ％ 26.3 30 
各種委員会等に占める女性の割
合 

男女共同参画事業数 
回 

(単年) 
0 1 

１年間に開催する事業の実施回
数 

 

 
事業名 事業概要 

男女共同参画広報啓発活動 男女共同参画社会について理解を求めるため周知活動を行います。 

男女共同参画事業の実施 村民向け事業を開催します。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標５ 多様性と協働の村づくり 
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2.2 
ワーク・ライフ・バランスの推進 

事業所等における男女の雇用状況の平等化、適正化を図り、仕事と生活の調和への取り組

みの推進や出産、介護等を契機に就業を中断した女性が再就職しやすい環境づくりへの支援

ができるよう情報提供等を行います。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

ワーク・ライフ・バランスに 
関するホームページの情報提供数 

回 
(単年) 

- 3  

ワーク・ライフ・バランスに 
関する講座の開催 

回 
(単年) 

- 1  

 

 
事業名 事業概要 

ワーク・ライフ・バランスに 
関する情報の提供 

村民を対象に、ワーク・ライフ・バランスや育児・介護休業法、労働時
間短縮等に関する講座の開催や情報提供を行います。 

ワーク・ライフ・バランスに 
関する意識啓発 

働き方改革と人材育成を地域の持続可能性の基盤と位置づけ、ワーク・
ライフ・バランスの意識啓発を経済・社会・子育て・介護といった分野
横断の施策として推進します。 

 

 

 

 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標５ 多様性と協働の村づくり 
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❸ 行財政改革の推進 
 

 
主要財政指標（将来負担比率と実質公債費率は左軸、財政力指数は右軸） 

 
 

主要財政指標については、財政力指数と実
質公債費比率はほぼ横ばいとなっている
ものの、将来負担比率は一時的に減少し、
その後上昇しています。 

少子高齢化に伴う社会保障関連経費に係
る扶助費の増加、投資的経費の増加が見込
まれ、後年度への財政負担を十分考慮する
必要があり、事業の取捨選択や施設の統廃
合等により経常経費の削減に向けて継続
的に取り組んでいく必要があります。 

財源の重点的、効果的な活用に向け、ゼロ
ベースから事業の必要性・優先度を検証
し、事業の廃止・統合を図り、「制度の高い
コスト意識」、「柔軟・大胆な発想」により
事業の「選択と集中」しながら、中⾧期的
な視点に立ち、財源の有効活用を図ってい
ます。 

公共施設等総合管理計画及び個別施設計
画に基づき、安全性、衛生面等に配慮し村
公有財産の適正な管理に努めました。 

 

 

人口減少や社会情勢の変化に対応するため、事業の点検・評価により事業を常に見直すと

ともに、DX推進による効率化と財政健全化を両立します。また、オンライン納付の導入等で

納税者の利便性を向上し、公平な税負担の実現に努め、持続可能な行財政運営を確立します。 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

将来負担比率 
％ 

(単年) 
119.9 100.0未満  

 

 

  

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標５ 多様性と協働の村づくり 
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3.1 
施策の優先順位の明確化、重点化 

効率的・効果的な事業執行を推進するため、PDCA方式による事務事業の点検を行います。 

また、その結果を踏まえながら、財源の重点的・効果的な活用に向け、事業の必要性・優先

度を十分に検証し、効果が薄い事業のスクラップ・アンド・ビルドを徹底し、「精度の高いコ

スト意識」と「柔軟・大胆な発想」により事業の「選択と集中」を意識しながら、施策の優先

順位の明確化、重点化を進め、将来の財政負担の軽減を図ります。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

玉川村まち・ひと・しごと 
有識者会議の開催回数 

回 
(単年) 

3 3  

 

 
事業名 事業概要 

各種計画等の推進 
玉川村行財政改革大綱をはじめ、玉川村定員適正化計画等の各種計画、指
針などに定められたものを実行し目標達成を目指します。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標５ 多様性と協働の村づくり 
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3.2 
健全な財政運営 

村債は、世代間の負担の公平性という観点から適切に活用していかなければならず、財政

健全化判断比率等の財政指標にも留意し、将来への負担抑制に配慮しながら、限られた財源

を最大限に活かします。 

また、適正な課税に向けて、納税環境整備及び定期的な情報発信に努めるとともに、未納

者に対して早期の電話催告や臨戸訪問を実施し、適宜滞納整理を行うことで、村税の滞納額

の圧縮と収納率向上を目指します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

村税の収納率 
％ 

(単年) 
99.26 99.30 

現況値、目標値は、個人村民税、
法人村民税、固定資産税、軽自動
車税の現年度分の合計の収納率 

 

 
事業名 事業概要 

租税教室の開催 
未来を担う子ども達に貴重な財源である税金の重要性を理解してもら 
うため、小学生を対象とした租税教室を税務署と連携して開催します。 

村税に関する情報の周知 

各税目に関する内容や納期限一覧等を広報紙等への掲載することで、納
期内自主納付意識の高揚を図り、納め忘れ防止を図ります。また、税証
明のコンビニ交付やコンビニ・スマートフォン決済アプリでの村税の納
付など、ICTを活用した税務サービスについてわかりやすい情報提供を行
います。 

高額滞納者検討部会の開催 
村税及び使用料の高額滞納者について、関係部署が参集し、全庁体制で
対応を検討することで、村全体の滞納額圧縮を図ります。 

 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標５ 多様性と協働の村づくり 
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3.3 
公共施設の管理 

公共施設等総合管理計画及び個別施設計画に基づき、安全性、衛生面等に配慮しながら、

村公有財産の適正な管理に努めます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

公共施設等の更新経費削減率 
％ 

(単年) 
- 13.7％削減 

30年間における維持管理・更新
等に係る経費の見込みから、計
画的な⾧寿命化等を図るなどし
て、更新経費を削減する。 

 

 
事業名 事業概要 

公共施設の適正管理事業 
公共施設等総合管理計画に基づき、施設の老朽化や利用状況、費用対効果
など総合的な判断のもと、適切な管理を推進します。 

 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標５ 多様性と協働の村づくり 
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3.４ 
行政改革の推進 

定員管理の適正化や歳入の確保に関する取り組み等による持続可能な自治体経営の確立を

はじめ、人事評価制度の活用や職員研修の推進等による人材の育成・確保、一部業務の民間

委託や組織の見直し等による効果的・効率的な組織運営など、さらなる行政改革の推進に努

めます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

定員適正化計画で定める計画定員 
に対しての適合率 

％ 100 100 
定員適正化計画による計画定員
数 

人事評価による組織目標の 
達成割合 

％ － 80 
人事評価制度による各所属の組
織目標 

職員研修の推進 ％ － 100 職員研修事業による研修受講率 

メンタルヘルスケア対策 ％ － 100 
定期健康診断、ストレスチェッ
ク等 

業務の民間委託 件 － 10 
行財政改革大綱による点検・評
価 

 

 
事業名 事業概要 

定員適正化管理の策定 
自治体経営の効率性を高め、持続可能な行財政運営を行っていくため、
適正な定員管理を計画的に進めます。 

人事評価制度運用事業 職員における人事評価制度を導入し、適切な運用を図ります。 

職員研修事業 
組織に必要な人材の育成を計画的に行うため、職員研修事業による職員
の育成を図ります。 

職員の健康管理事業 
職員の健康保持のため、定期健康診断等及びメンタルヘルスケア対策の
充実を図り働きやすい職場環境づくりを推進します。 

民間委託の推進 
PPPによるPFI活用、指定管理制度、アウトソーシング等の可能性につい
て事業の洗い出しや一般事務についても個別具体的に検証し民間委託の
推進を図ります。 

行政組織等の見直し 
行政需要の多様化や社会経済情勢の変化に適切に対応するよう、事業推
進や組織運営に適した組織への見直しを進めます。 

 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標５ 多様性と協働の村づくり 
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3.5 
こおりやま広域連携中枢都市圏の推進 
こおりやま広域連携中枢都市圏での連携を強化し、人口減少・少子高齢化社会においても

一定の圏域人口を有しつつ活力ある社会経済を維持することで、社会環境の多様化・高度化

が進む中で生じる広域的な行政課題へ的確に対応していきます。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

こおりやま広域圏取組事業数 
事業 

(累計) 
79 80  

 

 
事業名 事業概要 

こおりやま広域連携中枢都市圏 
連携事業 

自治体の枠を超え、行政施策の広域的な取り組みにより効果的で効率的な
事業を実施します。 

 

 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標５ 多様性と協働の村づくり 
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❹ 情報化の推進 
 

 
マイナンバーカード交付率 

項目 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

総人口 6,546 人 6,421 人 6,312 人 6,191 人 6,050 人 

交付枚数 857 枚 2,194 枚 4,371 枚 5,114 枚 4,989 枚 

交付率 13.1％ 34.2％ 69.2％ 82.6％ 82.5％ 

 

地域におけるさらなるICT推進、マイナン
バーカードの利活用による住民サービス
や利便性の向上、業務の効率化・高度化と
サービスの迅速化を図るための電子自治
体の構築等が求められています。 

様々な情報伝達手段の整備、運用を行うこ
とで、利用者の利便性向上や情報発信の多
角化を図っています。 

デジタル技術を活用し、住民の利便性の向
上を図るとともに、情報を適切に取り扱う
ために必要な研修等を実施しています。 

 

 

社会や技術の急速な変化に対応し、行政のあらゆる分野でDX（デジタルトランスフォーメ

ーション）を推進します。また、手続きのオンライン化などで住民の利便性を高め、全ての

村民がデジタルの恩恵を享受できる社会を目指します。 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

「情報化の推進」の満足度 
(村民アンケート) 

％ 
(単年) 

15.0 17.5 「満足」「やや満足」の合計 

 

 

  

現状・課題 

基本方針 

成果指標（KGI） 

該当するSDGs 

基本目標５ 多様性と協働の村づくり 



 

 

4.1 
地域情報化 

公共施設へのWi-Fiの整備を促進し、スマートフォン等の情報端末やSNSなどのコミュニケ

ーションツール、メール配信サービスを活用し、日常生活などにおける情報提供を行うなど

地域情報化に取り組みます。また、災害等の緊急時に、避難情報等を迅速かつ正確に情報提

供できるよう、防災行政情報ネットワークの構築を推進します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

シェアリングエコノミー事業数 
件 

(累計) 
- 3  

TAMAKAWA-Free Wi-Fi 
提供施設数 

件 
(累計) 

7 10  

 

 
事業名 事業概要 

公共施設へのWi-Fi整備事業 公共施設や避難所等へのWi-Fi通信環境の整備を行います。 

SNSなどのコミュニケーション 
ツールによる情報発信事業 

防災情報や行政に関する情報の提供はもちろんのこと、観光、物産のPR、
イベント等の情報発信を行います。 

災害情報エリアメール事業 
エリアによる災害情報の提供を行い、迅速な避難誘導などの防災体制の強
化を図ります。 

公共施設使用予約システムの導入 
公共施設の利用に関し、村民の利便性向上と効率的な施設運営を実現する
ため、システム導入を図ります。 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標５ 多様性と協働の村づくり 



 

 

4.2 
情報発信、情報公開の推進 

村政運営の状況等を正確に、リアルタイムで提供・発信できるツールの構築に努め、併せ

て、情報のオープンデータ化の推進を図ります。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

リアルタイムでの情報提供ツール
構築数 

件 
(累計) 

6 8 構築ツール数 

オープン化したデータ数 
（オープンデータ数） 

件 
(累計) 

1 5 公開データ数 

 

 
事業名 事業概要 

情報発信、情報公開の推進 
村政運営の状況等を正確に、リアルタイムで提供・発信できるツールの構
築に努め、併せて、情報のオープンデータ化の推進を図ります。 

 

 

  

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標５ 多様性と協働の村づくり 



 

 

4.3 
電子自治体の構築 

社会情勢や技術動向等の変化に対応し、村民の利便性の向上を図るため、計画的な電子自

治体化を推進します。具体的には、マイナンバーカードを利用した住民票等のコンビニ交付

の促進と、電子申請や施設予約等の実施に向けた検討を行います。併せて、個人情報を含め

た行政情報の適切な管理に向けて、セキュリティ強靱化を推進します。 

 

 

項目 単位 
現況値 

(令和6年度) 

目標値 

(令和12年度) 

備考 

(数値の測定根拠設定の考え方等) 

電子申請届出システムに対応した 
様式数 

様式 
(累計) 

37 50  

証明書などのコンビニ交付に 
よる割合 

％ 
(累計) 

43.9 75.0  

 

 
事業名 事業概要 

住民票等のコンビニ交付事業 
マイナンバーカードを利用したコンビニエンスストアでの住民票等の交
付を行います。 

情報セキュリティ強化事業 
玉川村情報セキュリティ基本方針等に則り、個人情報を含めた行政情報に
ついての管理体制強化を行います。 

デジタル人材の育成 
情報機器や情報サービス、システムの適切な利用方法・運用管理等に関す
る知識や、重要な情報資産を守るための情報セキュリティ対策に係る知識
などを学ぶ機会を創出し、情報化に資する人材を育成します。 

 

個別指標（KPI） 

主要事業 

基本目標５ 多様性と協働の村づくり 


